
平成23年7月　　

北海道

財団法人　北海道建築指導センター
理事長　辻　　博司 

〒０６０－０００３  札幌市中央区北３条西３丁目１番地　札幌北三条ビル８Ｆ

０１１－２４１－１８９３

０１１－２３２－２８７０

http://www.hokkaido-ksc.or.jp

昭和４１年１０月１日

寄附行為

　北海道における建築物の質の向上を図るため、寒地建築の啓発普及並びに実施に

関する指導を行い、もって道民の生活福祉の向上と建築産業の振興に寄与すること

を目的とする。

（１）住宅相談事業（常設窓口：札幌市、旭川市）

（２）北方型住宅推進（普及啓発、技術指導、サポートシステムの実施）

（３）住宅瑕疵担保責任保険（まもりすまい保険）業務の実施

（４）寒地建築に関する技術の指導、図書刊行、調査研究受託

（５）建築基準法に基づく昇降機定期検査報告の代行業務

（６）建設工事に係る設計図書の閲覧業務（道からの委託）

（７）耐震改修計画等評定業務（改修計画の審査、評定）

（８）建築確認・検査業務

（９）住宅の性能評価業務

（10）高齢者賃貸住宅の登録・閲覧業務

（11）適合証明検査業務

（12）その他住宅に関する知識の啓発・普及に関する事業

　本道にふさわしい住まいづくりとして、産学官が一体となり推進している「北　

方型住宅」の普及啓発、技術指導、サポートシステムによる登録・保管業務を行う。

センターリポート（季刊）

　「失敗しない住まいの基礎知識」

　「北の住まいづくりハンドブック」ほか

（１）北方型住宅技術指導事業を通して、住宅生産供給に携わる建築技術

　　　者等の技術力の向上を図る。

（２）住宅相談事業や北方型住宅普及啓発事業を通して、消費者に対して

　　　住情報の提供を図る。

（３）住宅の性能評価や住宅瑕疵担保責任保険（まもりすまい保険）制度の推進を通して、

　　　より良質な住宅の確保に寄与する。

（１）北方型住宅技術指導事業　

（２）住情報提供事業

（３）住宅相談事業

（４）住宅瑕疵担保責任保険（まもりすまい保険）事業

（５）建築確認・検査業務等

業 務 課

理 事 長

専務理事 事務局長 総 務 部

住宅指導部
常務理事 個人情報保護

管理委員会

住宅相談室

審 査 部

昇降機課

審 査 課

住宅保証部

事務局組織図

活動の成果

平成23年度主要

事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

ＦＡＸ番号

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

設立年月日

設立の根拠

設立目的

主な活動状況

電話番号

業　務　概　要
都道府県(市)名

団体の名称

代表者職･氏名

事務所 所在地
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 岩手県

団体の名称 財団法人 岩手県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　福井　正明

事務所 所在地 〒020－0045  盛岡市盛岡駅西通１丁目７番１号いわて県民情報交流センター２階

電話番号 ０１９－６２３－４４１４

ＦＡＸ番号 ０１９－６５１－１５８８

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.ikjc.or.jp/

設立年月日 昭和５１年６月１０日

設立の根拠 民法第３４条

設立目的 　建築及び住宅に関する知識の啓蒙、技術の普及、安全の確保、公共建築物の管理

施工水準の向上と住宅産業の振興を図り、もって県民生活の安定と県民福祉の増進

に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）県営住宅等指定管理者業務　

（２）県立大学教員公舎管理業務

（３）住宅相談コーナー等運営業務

（４）住宅金融支援機構工事審査業務、適合証明業務

（５）まもりすまい保険業務

（６）宅地建物取引主任者資格試験の実施業務

（７）建築確認検査業務

（８）住宅性能評価業務

（９）建築物耐震診断・耐震改修判定業務

（10）建築物構造計算適合性判定業務

（11）住宅祭開催　　　　　　他

特記すべき事業

機関誌

出版物

活動の成果 　「住宅相談コーナー」は住宅関連情報を中立公平な立場で提供するｺｰﾅｰとして県

が設置しセンターが運営しており、住まいに関する相談の窓口としてや、住まいの

最新情報を提供することを目的とし、相談員派遣業務、資金融資等、特別住宅相談

会のイベントも開催している。（無料）

住まいる情報発信局ホームページアドレス　http://www.jutakuplaza.com/

平成23年度主要 （１）県営住宅等指定管理業務

事業 （２）応急仮設住宅維持修繕業務

業　務　概　要

（３）建築確認検査業務、構造計算適合性判定業務
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 岩手県

団体の名称 財団法人 岩手県建築住宅センター

業　務　概　要

事務局組織図
理事会 監事

理事長 副理事長

評議員

常務理事 理事兼

事務局長

総務管理課

工務課

確認評価室

すまいあん

しん推進室

構造判定室
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 宮城県

団体の名称 一般財団法人　宮城県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　三部　佳英

事務所 所在地 〒980-0011　仙台市青葉区上杉1-1-20　ふるさとビル6階

電話番号 022-265-3605

ＦＡＸ番号 022-213-2789

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.mkj.or.jp

設立年月日 昭和42年12月5日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 建築物の質の向上と安全性の確保を図り、併せて住宅に関する知識の啓蒙及び相談を

通じて県民福祉の増進に寄与する。

主な活動状況 （１）公共等建築物の工事監理及び耐震診断

（２）建築確認審査

（３）建築構造適合性判定審査

（４）住宅瑕疵担保保険及び完成保証制度に係る業務

（５）建築基準法に基づく定期報告に係る業務

（６）地震防災活動支援事業

（７）住宅性能評価及び長期優良住宅審査審査

（８）みやぎ版住宅特性評価に係る業務

特記すべき事業

機関誌

出版物

活動の成果 （１）地震防災活動の支援により、県民の防災意識啓蒙に寄与した。

（２）建築確認を始めとする主に住宅建築に係る各種事業により、建築に関する

　　相談に応じるなど、県内の建築行政をサポートした。

平成23年度主要 主な活動状況に同じ

事業

事務局組織図

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 秋田県

団体の名称 財団法人　秋田県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　冨田　耕司

事務所 所在地 〒０１０－０００１　秋田市中通２－３－８　アトリオンビル５Ｆ

電話番号 ０１８－８３６－７８５０

ＦＡＸ番号 ０１８－８３６－７８５２

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www1.biz.biglobe.ne.jp/~akjs/

設立年月日 昭和４８年５月１６日

設立の根拠 寄附行為

設立目的  建築住宅に関する相談業務及び教育研究を行い、建築住宅に関する知識の啓蒙、　

技術の普及、施工水準の向上と産業の振興を図り、もって県民生活の福祉の増進に

寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）住宅及び住生活に関する相談及び啓発

（２）県営住宅の維持管理及び家賃収納

（３）建築住宅関係者、技能者の研修、教育

（４）建築住宅に関する情報の収集及び普及

（５）特殊建築物等の定期報告業務

（６）（財）住宅保証機構受託事業

（７）住宅性能評価業務

（８）適合証明検査業務

（９）建築物構造計算適合性判定業務

特記すべき事業

機関誌 ありません

出版物

活動の成果 （１）秋田県住宅・建築関係事業者支援協議会の主催による講習会（事務局）

（２）確認審査等技術力向上研修（事務局）

平成23年度主要 （１）住宅性能評価業務

事業 （２）研修・講習業務

（３）建築住宅情報提供業務

業　務　概　要
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平成23年7月　　

業　務　概　要

（４）住宅相談業務　　　　　　　　（県からの受託事業）

（５）県営住宅等管理業務　　　　　（指定管理者）

（６）特殊建築物定期報告業務　　　（県からの受託事業）

（７）住宅瑕疵担保責任保険業務

（８）適合証明業務

（９）建築物構造適合性判定業務

（10）長期優良住宅技術審査業務

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 福島県

団体の名称 一般財団法人　ふくしま建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　菊池光矩

事務所 所在地 〒９６０－８０６１　福島市五月町４－２５　福島県建設センター４F

電話番号 ０２４－５７３－０１１８

ＦＡＸ番号 ０２４－５７３－０１６０

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.fkc.or.jp/

設立年月日 平成１２年２月１８日

設立の根拠 寄付行為（民法３４条）

設立目的  　良好な住環境整備と建築物の安全性向上を図り、県民が安全で安心して生

活できる地域の形成に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築・住宅及び住環境整備に関する調査、研究、情報提供及び相談

（２）住環境整備に関するまちづくり活動支援のための調査、相談及び支援

（３）良質住宅普及促進のための研究、相談及び啓蒙

（４）建築基準法に基づく確認、検査

（５）住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能評価

（６）特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律に基づく住宅瑕疵

　　　担保責任保険業務の受託

（７）独立行政法人住宅金融支援機構法に基づく審査業務の受託

（８）建築に関する調査、統計業務等の管理

（９）公共建築物及びその附帯施設の管理受託

（10）その他目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

業　務　概　要

1/2



平成23年7月　　

都道府県(市)名 福島県

団体の名称 一般財団法人　ふくしま建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）一般住宅相談窓口を設け、住宅に係る相談に対しアドバイスを

      行った。

 （２）住情報（住宅瑕疵担保履行保険制度（まもりすまい保険））の

　　　普及啓蒙を図った。

平成23年度主要 （1）まもりすまい保険の普及

事業 （２）長期優良住宅促進に向けた事業

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 茨城県

団体の名称 財団法人　茨城県建築センター

代表者職･氏名 代表理事　春田　茂桂

事務所 所在地 〒３１０－０８５２　水戸市笠原町９７８－３０

電話番号 ０２９－３０５－７３００

ＦＡＸ番号 ０２９－３０５－７３１０

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.ibakenju.or.jp/

設立年月日 平成１２年２月２１日

設立の根拠 建築基準法改正（平成１０年６月）に伴う建築確認・検査の民間開放

設立目的 ・建築物の安全性や品質の確保

・県内住宅産業の活性化と県民の安全で安心な住まい・まちづくりの推進

・公共の福祉の増進

主な活動状況 （１）建築物の確認・検査業務

（２）フラット３５適合証明業務

（３）住宅性能評価業務

（４）住宅瑕疵担保責任保険業務

（５）長期優良住宅の認定に係る技術的審査業務

（６）建築及び住宅相談業務

（７）建築に関する調査・研究業務

（８）住まい・まちづくり支援業務

（９）建築物の構造計算適合性判定業務

（10）建築物の耐震診断等業務

特記すべき事業 ・平成１４年４月　県南事務所開設

　　　　　　〒３０５－００３５　茨城県つくば市松代１－１８－１

・平成１８年３月　本部事務所建設　移転

・平成１９年６月　構造計算適合性判定業務開始

・平成２１年１月　県西事務所開設

　　　　　　〒３０６－０１２６　茨城県古河市諸川１０６４－１　三友ビル５F

機関誌

出版物

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 茨城県

団体の名称 財団法人　茨城県建築センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）建築確認・検査  確認7,142件、完了検査5,945件

（２０年度）

（３）住宅性能評価　　設計　一戸建169戸・共同住宅等16戸、建設　167件

（４）住宅性能保証　　新規登録者　　 85件

　　　　　　　　　　　住宅登録　　　862件

平成23年度主要 （１）建築確認・検査事業

事業 （２）フラット３５適合証明事業

（３）住宅性能評価事業

（４）住宅瑕疵担保責任保険事業

（５）長期優良住宅の認定に係る技術的審査事業

（６）住宅相談、住宅情報提供事業

（７）構造計算適合性判定事業

（８）耐震診断等事業

事務局組織図

（２）フラット３５適合証明　　845件

総務課

建築課

総務課

理事会

評議員会

監事

構造部

県西事務所 建築課

財団法人茨城県建築センター組織図

建築課

事務局

県南事務所

代表理事
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 埼玉県

団体の名称 財団法人　埼玉県住宅センター

代表者職･氏名 理事長　山崎　光夫

事務所 所在地 〒３３１－０８１２　さいたま市北区宮原町４－１４４－１

電話番号 ０４８－６６９－２１２１

ＦＡＸ番号 ０４８－６６９－２１３１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://jyutaku-center.or.jp/

設立年月日 昭和５１年２月２日

設立の根拠 　安定した価格と優良な住宅供給をはかり、零細業者の技術の向上、経営の近代化

とあわせ、住宅相談機構を拡充し、建築資金や建物の構想から設計・施工・完成・

保証に至るまでの総合的なサービス機関として設立をはかった。

設立目的 　住宅に関する各種の事業を実施することにより、良好な振興をはかりもって県民

福祉の向上に寄与する。

主な活動状況 (1)住宅の建築及び宅地建物に関する苦情及び紛争の処理

(2)住宅瑕疵担保責任保険　まもりすまい保険（特定住宅） 取扱

(3)建設業者に対する経営指導及び業務指導

(4)建設業者の紹介及び業務指導

(5)建設技術者に対する研修指導

(6)住宅建築に関する情報の提供

(7)住宅及び住宅資料の展示

(8)住宅に関する調査研究及び技術開発

特記すべき事業 ・住宅講演会

・伝統技能、技術資料、道具の保存事業

・長期優良住宅の設計をする建築事務所の情報提供

・ホルムアルデヒド出張濃度測定

・改正基準法、住宅瑕疵担保責任保険等学習会の実施

機関誌 －

出版物 彩の国　高性能・高規格木造住宅設計施工基準

彩の国　高性能木造住宅精算・見積り資料

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 埼玉県

団体の名称 財団法人　埼玉県住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 (1)大工・工務店向け増改築相談員研修会・介護保険制度学習会や、消費者も含め

　 た健康住宅や大工・工務店の仕事対策の問題をテーマに住宅講演会を実施

　 したことにより、大工工務店の経営の近代化や消費者の木造住宅・健康住宅に

 　対する知識を啓蒙する事ができた。

(2)建築職人の伝統的な技術・技能を支え、建築文化を創造してきた道具や、資料

　 について、今保存しなければ永久的に消えてしまうことを呼びかけ、道具・資

　 料が収集された展示コーナーを設けています。

(3)住宅相談窓口の相談者に対し、パンフの配布を行い、木造住宅の良さやバリア

　 フリー住宅について理解が得られた。

(4)改正建築基準法等、建築に関する法律についての学習会を行い、施行者及び

　 施主に対して周知を図った

平成23年度主要 (1)研修会、講習会・講演会の実施

事業 (2)伝統技能・技術・資料・道具の収集と展示

(3)ホルムアルデヒド出張濃度測定

(4)住宅に関する無料相談

(5)厚労大臣許可による無料職業紹介の実施

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 埼玉県

団体の名称 一般財団法人さいたま住宅検査センター

代表者職･氏名 理事長　強瀬　良雄

事務所 所在地 埼玉県さいたま市浦和区岸町7-12-3

電話番号 048-621-5111

ＦＡＸ番号 048-863-2121

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.sjkc.or.jp

設立年月日 平成12年3月16日

設立の根拠 定款

設立目的

主な活動状況 （１）建築確認・検査業務

（２）住宅性能評価業務

（３）構造計算適合性判定業務

（４）住宅瑕疵担保責任保険等の業務

（５）フラット35等適合証明業務

（６）長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査業務

（７）建築物調査業務

（８）住宅省エネラベル適合性評価業務

（９）住宅関連相談業務

特記すべき事業

機関誌

出版物

活動の成果 平成22年度建築確認・検査件数

　　建築確認・・・18,703件

　　中間検査・・・　 992件

　　完了検査・・・15,814件

業　務　概　要

各業務の実施を通じて、優良な住宅の普及を図るとともに、消費者の保護及び公共
福祉の向上に寄与することを目的とする。
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 埼玉県

団体の名称 一般財団法人さいたま住宅検査センター

平成23年度主要 （１）建築確認・検査業務

事業 （２）住宅性能評価業務

（３）構造計算適合性判定業務

（４）住宅瑕疵担保責任保険等の業務

（５）フラット35等適合証明業務

（６）長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査業務

（７）建築物調査業務

（８）住宅省エネラベル適合性評価業務

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　東京都防災･建築まちづくりセンター

代表者職･氏名 理事長　戸田　敬里

事務所 所在地 〒１５０－８５０３ 　東京都渋谷区渋谷２－１７－５　シオノギ渋谷ビル

電話番号 ０３－５４６６－２００４

ＦＡＸ番号 ０３－５４６６－２４７６

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.tokyo-machidukuri.or.jp/

設立年月日 平成10年７月１日

設立の根拠 民法34条、寄附行為

設立目的 　財団法人　東京都防災･建築まちづくりセンターは、東京都、特別区、市、関係機関

等の出資によって設立された団体です。安全で快適なまちづくりに寄与することを目

的とし、まちづくりに関する各種支援事業や、住宅の品質の向上、建築物の安全性の

確保等の事業を総合的に行っています。

主な活動状況 ＜まちの安全・安心＞（まちづくりの支援）

　１　防災まちづくり支援事業（まちづくり専門家派遣、協力員制度）

　　　（セミナー「まちづくりフロンティア」に開催

　２　都市防災施策に関する協力事業（建築物の耐震化総合相談窓口業務、緊急

　　輸送道路沿道建築物の耐震化推進事業)

　 　３　歴史的建造物の景観形成助成事業（「東京歴史まちづくりファンド」創設、助成）

＜住まいの安全・安心＞（住宅の品質確保）

  １　住宅瑕疵担保責任保険当事業性能保証（まもりすまい保険）

　２　住宅性能評価事業並びに長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査業務

　３　東京都優良マンション登録・表示事業

　４　高齢者等への居住支援事業（あんしん居住制度）

＜建物の安全・安心＞（建築物の安全確保）

　１　建築確認検査事業 　５　木造住宅耐震診断事業所登録事業

　２　建築材料試験事業 　６　構造計算適合性判定事業

　３　定期調査報告事業 　７　技術性能評価事業

　４　耐震改修評定事業

＜協力事業等＞（東京都等の住宅・都市政策への協力・連携）

機関誌 「街並み」（年２回）

出版物 「東京の安全・安心まちづくりガイド」

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　東京都防災･建築まちづくりセンター

業　務　概　要

組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 神奈川県

団体の名称 社団法人　かながわ住まい・まちづくり協会

代表者職･氏名 会長　寶積　泰之

事務所 所在地 〒２３１－０００７横浜市中区弁天通３－４８ 県公社弁天通三丁目共同ビル２Ｆ

電話番号 ０４５－６６４－６８９６ マンション管理相談：０４５－６６４－９１７９

ＦＡＸ番号 ０４５－６６４－９３５９

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.machikyo.or.jp/

設立年月日 平成７年４月１日

設立の根拠 定款

設立目的 　神奈川県内における住まいづくり及び都市計画、景観保全などのまちづくりに関

する調査、研究、普及啓発及び支援活動を行うことにより、神奈川県の住文化の向

上及びまちづくりの発展に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）神奈川県あんしん賃貸住宅の登録促進事業

（２）高齢者等の住まい探し相談会開催事業

（３）高齢者・障害者向け住宅改造支援事業

（４）福祉の街づくり推進事業

（５）神奈川県安心リフォーム推進事業

（６）住宅瑕疵担保責任保険等推進事業

（７）マンション管理等相談事業並びに専門相談事業

（８）まちづくり活動推進事業

（９）公的住情報提供事業

（10）特優賃・高優賃等関連事業

（11）耐震セミナー開催事業

（12）機関紙その他図書印刷物の刊行

特記すべき事業 　マンション管理相談（相談員２名委嘱）

　神奈川県安心リフォーム推進部会の開催

機関誌 　「住まいとまちづくり」（年４回発刊）

出版物 　「改定・マンション管理ガイドブック」、「住まいはもっとやさしくなれる」

　「三訂・県防災上重要建築物等耐震診断基準及び耐震性判定指標値」

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 神奈川県

団体の名称 社団法人　かながわ住まい・まちづくり協会

業　務　概　要

活動の成果 （１）バリアフリーリフォーム相談、高齢者向け住宅改造施工業者登録及び研修、

　　　高齢者向融資返済特例制度カウンセリング事業、高齢者住宅相談事業等

　　　の高齢者居住支援事業を実施

（２）マンション管理相談、マンション管理セミナーの開催等のマンション管理

　　　支援事業を実施

（３）安心リフォーム推進部会の設置検討、安心リフォームミニ講座、

　　　バリアフリーリフォームコンクール等の安心リフォーム推進事業を実施

（４）福祉の街づくり推進事業等の事業を実施

（５）神奈川県あんしん賃貸住宅貸主・不動産店向け研修会、住まい探し相談会の開催、

　　　「かながわ住まいの情報紙」の発行、高齢者円滑入居賃貸住宅登録・閲覧等

　　　のあんしん賃貸住宅登録促進事業を実施

（６）まちづくり視察セミナーの開催、公的住情報提供事業等を実施

（７）特優賃・高優貸入居者選定及び資格審査事業等の特優賃等関連事業を実施

（８）耐震セミナー開催事業の実施

（９）機関紙その他図書印刷物刊行事業を実施　　　

平成23年度主要 　主な活動状況に記載済み

事業

事務局組織図

　

課員

専務理事

総務部長 総務課長 担当課長 課員

事業担当部長 事業課長 担当課長
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 川崎市

団体の名称 財団法人　川崎市まちづくり公社

代表者職･氏名 理事長    篠﨑　伸一郎

事務所 所在地 〒２１０－０００４　川崎市川崎区宮本町３番地４

電話番号 ０４４－２１１－２５０３

ＦＡＸ番号 ０４４－２１１－２５０９

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.machidukuri.or.jp/

設立年月日 昭和２８年１２月２４日

設立の根拠 「耐火建築促進法」を背景に都市の不燃化と住生活の改善に貢献する

設立目的 　川崎市における良好な都市環境の形成に関する調査及び研究並びに都市環境に

適した施設等の整備を行うことにより、活力に満ちた魅力あるまちづくりの推進

を図り、もって市民生活の向上に寄与することを目的とします。

主な活動状況 （１）良好な都市環境の形成に関する調査及び研究

（２）都市環境に適した施設等の整備に関する相談及び情報提供

（３）都市環境に適した施設等の建設等に必要な資金の貸付及び斡旋

（４）良好な都市環境の形成のために必要な土地・施設等の取得・造成・建設・貸与

　　　・管理及び処分

（５）良好な都市環境の形成のために必要な施設等の設計・工事監理・建設及び管理

　　　の受託並びに土地取得の斡旋

（６）公共施設又は公共的な施設の設計・工事監理・建設及び管理の受託

（７）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業 住宅相談事業・マンション管理講座の開催

公共施設等の設計・監理及び建設の受託

再開発ビルの賃貸及び駐車場施設の管理運営

クレール小杉（ホテル施設）の管理運営

新百合トウェンティワンビル（業務ビル）の管理運営

機関誌

出版物 事業概要

業　務　概　要

優良ビル建設資金融資に係る債権回収

新川崎創造のもり事業（慶応義塾大学先端技術研究施設）の管理運営
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 川崎市

団体の名称 財団法人　川崎市まちづくり公社

業　務　概　要

活動の成果 （平成22年度）

（１）一般住宅相談（ハウジングサロン）住宅相談293件　マンション管理相談311件

（３）再開発事業関連施設（商業ビル）の管理運営

（４）クレール小杉（ホテル施設）の管理運営

（５）新百合トウェンティワンビル（業務ビル）の管理運営

（６）優良ビル建設資金融資に係る債権回収

平成23年度主要 (１)まちづくり関連調査の実施

 事業

事務局組織図

（２）マンション管理講座の開催　2回　参加総人員271名

（７）公共施設等の設計･監理受託等

(２)まちづくりコンサルタントの派遣

(３)一般住宅相談（ハウジングサロン）、マンション管理講座の開催（２回）

(４)再開発事業関連施設（商業ビル・駐車場）業務ビル・研究施設・賃貸住宅等の

　　管理運営

(５)優良ビル建設融資資金に係る債権回収

(６)公共施設等の設計・監理受託等
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 横浜市

団体の名称 株式会社　日本住情報交流センター

代表者職･氏名 代表取締役社長  岡﨑　敦男

事務所 所在地 〒２２４－０００１　横浜市都筑区中川１－４－１

電話番号 ０４５－９１２－４１１０

ＦＡＸ番号 ０４５－９１２－４７１１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.housquare.co.jp

設立年月日 平成元年１２月１日

設立の根拠 定款

設立目的 国土交通省施策「住情報交流拠点建設促進事業」の施設建設・運営主体として設立 

主な活動状況 （1）住まいづくり及び住生活に関する情報サービスの提供、総合的相談、コンサル

　　ティング業務

（2）モデル住宅、住宅設備、住宅部材等の展示

（3）住まいづくり及び住生活に関するイベント、シンポジウム、セミナーの開催

（4）建築家、インテリアデザイナー等の専門家の業務サポート

    ｛施設所在地｝

　横浜市都筑区中川　１丁目４番地１号（港北ニュータウン第１地区）

　敷地面積　約19，400平方メートル　施設規模　約24，700平方メートル

    ｛主な施設内容｝

　住宅設備・部材ショールーム、住宅展示業　

　人にやさしい住まいづくり体験館、ハウスクエアホール、

　住まいの相談カウンター、ライブラリー、セミナールーム他

特記すべき事業 　特定非営利活動法人　横浜市住宅リフォーム促進協議会事務局

機関誌

出版物

活動の成果 住まいアップセミナー

　｢人にやさしい住まいづくり体験館」事業

　｢住まいの相談カウンター」事業　他

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 横浜市

団体の名称 株式会社　日本住情報交流センター

業　務　概　要

平成23年度主要 「体験館活用事業費」

事業 「住まいの相談カウンター事業」他（委託）

会社組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 神奈川県

団体の名称 財団法人　神奈川県建築安全協会

代表者職･氏名 会長　長田 喜樹

事務所 所在地 〒２３１－０００４　横浜市中区元浜町３－２１－２　ヘリオス関内ビル５・６・８階

電話番号 ０４５－２１２－３９５６ （住宅部直通）

ＦＡＸ番号 ０４５－２０１－２２８１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.kak.or.jp/

設立年月日 Ｓ．４８．５．２６

設立の根拠 寄付行為

設立目的 建築物、建築設備及び工作物に関する建築基準関係規程との適合性の確認並びにその

適正な維持管理の推進を通じて調査、研究及び指導を行う事により、地域住民の生命、

健康及び財産の保護を図り、もって地域社会に貢献することを目的とする。

主な活動状況 １）建築確認検査業務

２）建築物等の定期報告並びに維持保全に関する業務

３）適合審査(フラット３５等)業務

４）住宅性能評価業務

５）長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査業務

６）住宅瑕疵担保責任保険に関する業務

７）構造計算適合性判定業務

８）登録建築物調査業務

９）住宅事業建築主基準に係る審査業務

１０）応急危険度判定業務

１１）防犯優良マンション認定業務

特記すべき事業 ・（財）住宅保証機構の神奈川県における統括事務機間

・神奈川県建築・住宅関係事業者支援協議会事務局

機関誌 なし

出版物 なし

業　務　概　要
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平成23年7月　　

平成23年度 １）建築確認検査業務

活動の成果 ２）建築物等の定期報告並びに維持保全に関する業務

主要事業 ３）適合審査(フラット３５等)業務

４）住宅性能評価業務

５）長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査業務

６）住宅瑕疵担保責任保険に関する業務

７）構造計算適合性判定業務

８）登録建築物調査業務

９）住宅事業建築主基準に係る審査業務

１０）応急危険度判定業務

１１）防犯優良マンション認定業務

１２）エコポイント対象住宅証明業務

事務局組織図

2/2



平成23年7月　　

都道府県(市)名 新潟県

団体の名称 財団法人　新潟県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　小　島　松　俊

事務所 所在地 〒９５０－０９６５　新潟市中央区新光町１５番地２　公社総合ビル

電話番号 ０２５－２８３－０８５１

ＦＡＸ番号 ０２５－２８３－１１４８

ホーページアドレス http://www.nphcc.or.jp

設立年月日 昭和４９年８月２４日

設立の根拠 寄付行為

設立目的 「建築物（昇降機その他建築物に設けられた建築設備を含む。）の安全性を確保す

るために、建築物に関する確認及び検査、建築物の適正な維持管理の推進と調査研究、

住宅の保証、住宅の評価並びに住宅の情報提供に関する業務を行い、住宅関連業務

の振興を図ることによって、地域住民の生命、健康及び財産の保護を図り、もって

地域社会に貢献することを目的とする。」

主な活動状況 （１）建築、住宅及びまちづくりの知識の普及啓発及び情報の提供に

　　　関する事業

（２）建築、住宅及びまちづくりの調査研究、技術情報の収集、技術

　　　開発等に関する事業

（３）建築・住宅に関する相談業務

（４）建築関連の事業者、技術者及び技能者の研修に関する事業

（５）建築物の確認及び検査に関する事業

（６）構造計算適合性判定に関する事業

（７）建築物の所有者又は管理者に対する定期報告の指導、安全

　　　管理に関する知識の啓発に関する事業

（８）住宅の保証等に関する事業

（９）住宅瑕疵担保責任保険等に関する事業

（10）長期優良住宅の普及に関する事業

（11）住宅の性能評価に関する事業

（12）独立行政法人金融支援機構との協定等に関する事業

（13）その他設立の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌 センター通信紙

出版物

（作成配布ﾘｰﾌﾚｯﾄ）

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 新潟県

団体の名称 財団法人　新潟県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）住まいまちづくり関連事業の振興

・「にいがた意欲ある住まいづくりの会」の設立　

・新潟市古町通6番町商店街へまちづくり活動支援

（２）建築・住宅相談窓口の開設

（３）建築防災に関する指導、啓発活動

（４）建築基準法第12条の規定に基づく定期調査、検査報告制度の推進

（５）建築物等の定期調査、検査資格者の指導育成

（６）住宅瑕疵担保保険・評価の推進

（７）建築確認・検査業務

（８）（独）住宅金融支援機構との協定に基づく適合証明

平成23年度主要 （１）住まいまちづくり支援事業

（２）住宅性能評価事業

（３）長期優良住宅普及支援事業

（４）フラット３５適合証明受託事業

（５）建築基準法第12条の定期報告制度促進事業

（６）住宅保証機構業務受託事業

（７）建築物の確認・検査事業

（８）構造計算適合性判定事業

事務局組織図

理事
(非常勤)

 企画・防災グループ

監事
(非常勤)

ワンストップサービス
　　　グループ

構造判定部

理事長
副理事長
(非常勤)

理事
（常勤）

事務局長
総務部
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 富山県

団体の名称 財団法人　富山県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　濱岡　之隼

事務所 所在地 〒９３０－００９６　富山市舟橋北町４－１９

電話番号 ０７６－４３９－０２４８

ＦＡＸ番号 ０７６－４３９－０２５６

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.tkjc.or.jp/

設立年月日 平成１２年２月２４日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　建築、住宅及びまちづくりに関する知識の普及、情報の提供、啓発、調査、研究

等を通じ住宅等の取得者の保護及び居住の安定確保並びに建築関連事業者の資質の

健康及び財産の保護を図り、もって地域社会の発展に寄与することを目的とする。

主な活動状況 (１)建築、住宅及びまちづくりの知識の普及啓発及び情報の提供に関する事業

(２)建築、住宅及びまちづくりの調査研究、技術情報の収集、技術開発等に関す

　　る事業

(３)建築関連の事業者、技術者及び技能者の研修に関する事業

(４)建築確認検査に関する事業

(５)構造計算適合性判定に関する事業

(６)住宅の性能保証及び瑕疵担保責任保険に関する事業

(７)住宅の性能評価に関する事業

(８)証券化支援住宅適合証明に関する事業

(９)公共団体等からの委託に関する事業

(10)前各号の事業に附帯する事業

(11)その他この法人の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業 　とやま住まい情報ネットワーク(事務局)

機関誌 ─

出版物 ─

業　務　概　要

向上、あわせて建築物の質の向上と安全性の確保に資する事業を行い、県民の生命、
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 富山県

団体の名称 財団法人　富山県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 　講習会

　　・安心安全セミナー

　　・住宅建築関係事業者技術力向上支援講習会

　住宅相談(｢とやま住まい情報ネットワーク｣事業)

　　　毎週月～金曜日（祝祭日を除く）13時～16時30分

平成23年度主要 (１)　建築確認検査事業

事業 (２)　構造計算適合性判定事業

(３)　住宅性能評価事業

(４)　証券化支援住宅適合証明事業

(５)　長期優良住宅建築等技術的審査事業

(６)　住宅瑕疵担保責任保険受託事業

(７)　特殊建築物等定期点検受託事業

(８)　安心安全セミナー

(９) 「とやま住まい情報ネットワーク」事業

事務局組織図 評議員

　理事長 専務理事

理事・監事

総務課、構造判定課、
検査第一課、検査第二課、
調査課、保険課
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 石川県

団体の名称 財団法人　石川県建築住宅総合センター

代表者職･氏名 理事長　照田　繁隆

事務所 所在地 〒９２０－０９６８　金沢市幸町１２－１

電話番号 ０７６－２６２－６５４３

ＦＡＸ番号 ０７６－２６０－８４７５

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://ikjc.jp/

設立年月日 昭和５８年９月２６日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　この法人は、建築・住宅・まちづくりに関する知識の啓発・普及・調査研究等を

通じ、住宅取得者の保護、生活環境の向上及び建築関連産業界の資質の向上を図り

あわせて建築物の安全性確保のための防災対策業務を実施し、県民の生命、財産の

保護を図ることにより、もって県民の福祉の向上に資することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築・住宅・まちづくり等の知識の普及及び各種相談に関する業務

（２）建築・住宅・まちづくり等の調査研究・技術情報の収集・技術開発等

　　　に関する業務

（３）建築・住宅・まちづくり等の業者、技術者及び技能者の研修に関する業務

（４）建築物、建築設備、昇降機及び工作物　（以下「建築物」という。）の定

　　　期調査、定期検査、定期報告に関する業務

（５）建築物の管理に関する指導、相談及び資料の収集に関する業務

（６）性能保証及び住宅瑕疵担保責任保険制度に関する業務

（７）建築物の防災対策に関する業務

（８）既存建築物の耐震診断に関する業務

（９）建築確認検査業務

（10）建築物の性能評価に関する業務

（11）建築物の構造計算適合性判定に関する業務

（12）公共団体及び住宅金融支援機構等からの委託業務(住宅の品質確保の促進等に関す

　　　る法律（平成１１年法律第８１号）第５条１項に規定する住宅性能評価に係る住宅の

　　　設計、建設その他住宅性能評価の業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがあるもの

　　　を除く。）

（13）関係行政庁、関係団体との協力及び連絡調整に関する業務

（14）その他この法人の目的を達成するために必要な業務

特記すべき事業 いしかわ２１世紀住まいづくり協議会（事務局）

機関誌

出版物

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 石川県

団体の名称 財団法人　石川県建築住宅総合センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）木造住宅需要者にセミナーや見学会、インターネット、HP等を通じ、

      住宅のあり方、住まい方等の知識及び情報を提供している。

（２）木造住宅に関する研修事業を通じて耐震性、耐久性、地域性コスト等各分

      野の知識の向上に寄与している。（大工・工務店支援業務）

平成23年度主要 「木造住宅普及推進事業」（県民すまいづくり支援事業）

事業 「住宅相談・情報提供推進事業」（県民すまいづくり支援事業）

「大工・工務店研修支援事業」（住宅産業近代化推進事業）

事務局組織図

理事長 →　参事 →担当課長 →担当職員
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 福井県

団体の名称 財団法人　福井県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　川上　英男　

事務所 所在地 〒９１０－０８５４　福井市御幸３－１０－１５

電話番号 ０７７６－２３－０４５７

ＦＡＸ番号 ０７７６－２３－０６６５

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www13.ocn.ne.jp/~fkjc/

設立年月日 昭和５９年１１月２２日

設立の根拠 寄附行為

設立目的  住宅需要者の保護、建築関連業界の健全な発展及び建築物の防災対策の推進を図

り、もって県民の快適な生活を実現することを目的とする。

主な活動状況 （１）住宅に関する知識の普及啓蒙事業

（２）住宅に関する展示事業

（３）建築関連業者、技術者及び技能者の研修事業

（４）住宅に関する各種相談事業

（５）建築及び居住環境整備に関する調査研究

（６）住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する事業

（７）住宅の性能保証に関する事業

（８）特殊建築物等の定期報告に関する事業

（９）住宅の性能評価に関する事業

（11）建築基準法による構造計算適合性判定に関する業務

（12）その他前条の目的を達成するために必要な事業

（13）前各号に揚げる事業に関する受託業務

特記すべき事業 県が実施する「ゆとりと安心の住まい支援事業」の審査業務の受託

機関誌 なし

出版物 なし

業　務　概　要

（10）建築基準法による確認検査に関する業務
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 福井県

団体の名称 財団法人　福井県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）平成12年9月より指定確認機関のとして、また平成19年2月より指定構造計算

　　　適合性判定機関として業務を行っている

（２）住まいの相談コーナーを事務所内に設置し、住宅相談業務等に取り組んでいる

（３）住宅保証機構の事務機関として「まもりすまい保険｣の普及促進を図っている

（４）住宅金融支援機構証券化支援事業の普及促進を図っている

平成23年度主要 （１）住まいの相談業務

事業 （２）｢県産材を活用したふくいの住まい支援事業｣の審査業務を受託

事務局組織図
１　理事会に関すること
２　職員の給与等に関すること
３　職員の福利厚生に関すること
４　庶務に関すること
５　委託料等の受け入れに関すること
６　木造住宅耐震促進協議会に関すること
７　その他他課の所管に属さないこと

１　住まいの相談に関すること
２　その他前号に関連する業務

１　指定確認検査機関として規定された業務に関すること
２　住宅金融支援機構の受託業務に関すること
３　住宅品質確保法に基づく住宅性能評価業務に関すること
４　行政庁よりの受託業務に関すること
５　その他前各号に関連する業務

１　住宅瑕疵担保履行法に基づく保険業務に関すること
２　その他前号に関連する業務

１　構造計算適合性判定業務に関すること
２　住宅センター分室の管理に関すること
３　その他前各号に関連する業務

五十嵐 （五十嵐）

局　　長 総　務　課

（野村）

住まい相談室

川畑

構造判定課

第二審査課

第一審査課

野村
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平成23年7月　　

都道府県(市)名  静岡県

団体の名称 一般財団法人 静岡県建築住宅まちづくりセンター

代表者職･氏名  理事長　青山　 巖

事務所 所在地  〒４２２－８０６７　静岡市駿河区南町１４番１号　水の森ビル

電話番号  ０５４－２０２－５５７０

ＦＡＸ番号  ０５４－２０２－５２８５

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ  http://www.shizuoka-kjm.or.jp

設立年月日  平成１２年３月１３日

設立の根拠  定款

設立目的  建築物等の安全性、快適性、性能等を確保するために、建築物等の調査研究、評価、認定、

確認、検査、適正な維持管理の推進等の事業を行うことにより、地域住民の生命、健康及び

財産の保護を図り、もって地域社会に貢献する。

主な活動状況

　以上の一連の事務を併せて行うことにより、ユーザーの利便性を高め、効率的に業務を

実施している。

特記すべき事業 　建築確認審査事業　　４号建築物は、原則として申請のあったその日に確認済証が交付

　　　　　　　　　　　される。

機関誌 －
出版物 －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基準の技術的審査を行っている。

（６）公共工事支援事業　　国土交通省中部地方整備局から「公共工事支援機関」として

　　　　　　　　　　　　　認定を受け、市町に対し技術的な支援業務を行っている。

（７）普及啓発等事業　　住宅に関する相談、セミナー開催、定期報告普及啓発講習会の

　　　　　　　　　　　　開催、及び建築基準法や都市計画法等の情報提供を行っている。

（３）住宅性能評価事業　　品確法による登録住宅性能評価機関として平成12年10月から

　　　　　　　　　　　　　業務を開始している。

（４）住宅かし保険受託事業　 住宅瑕疵担保責任保険法人から委託を受け、住宅かし保険

　　　　　　　　　　　　　　 業務を行っている。

（５）長期優良住宅の技術的審査事業　　長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き、所管行政庁が行う認定に先立ち、その認定

　　　　　　　　　　　　　　　　　び現場審査を行っている。

業　務　概　要

（１）建築確認、検査事業　　指定確認検査機関として平成12年７月から確認審査、検査

　　　　　　　　　　　　　　の業務を行っている。

（２）住宅金融支援機構受託事業　　適合証明業務を行う機関として独立行政法人住宅金

　　　　　　　　　　　　　　　　　融支援機構と協定を締結し、住宅に係る設計審査及

1/2



平成23年7月　　

都道府県(市)名  静岡県

団体の名称 一般財団法人 静岡県建築住宅まちづくりセンター

業　務　概　要

活動の成果 　確認審査、検査実績

　これは、センターが「親切、丁寧、迅速、厳正」をモットーとして対応している成果だ

　と考えている。

平成23年度 ・建築確認・検査事業

主要事業 ・住宅金融支援機構受託事業

・住宅性能評価事業

・住宅かし保険受託事業

・長期優良住宅の技術的審査事業

・公共工事支援事業

事務局組織図

総務部

企画・営業部

技術管理室

 　理事長　　副理事長　　常務理事 審査部 東部事務所　　富士支所
　（常勤）   （常勤 2名）  （常勤 1名） 検査部 中部事務所　　藤枝支所

住宅事業部 西部事務所　　袋井支所

建築事業部

公共工事支援ｾﾝﾀｰ

　22年度は審査18,680件、検査30,005件の実績となった。
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 愛知県

団体の名称 財団法人　愛知県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　勢力　常史

事務所 所在地 〒４６０－０００８　名古屋市中区栄４－３－２６　昭和ビル2階

電話番号 ０５２－２６４－４０３２

ＦＡＸ番号 ０５２－２６４－４０４３

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.abhc.jp/

設立年月日 昭和４８年１２月１５日

設立の根拠 寄附行為

設立目的   建築物等の安全及び住宅の質の向上に関する各種の事業を実施することにより県民の

生命及び財産の保護を図るとともに、居住水準の向上を推進し、もって県民福祉の向上に

資することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築物等の管理に関する指導、啓発及び資料の収集に関する事業

（２）建築物及び住宅に関する調査研究並びに事業者、技術者及び技能者の研修に関する事業

（３）建築物等で、特定行政庁が指導するものの定期調査及び定期検査に関する事業

（４）建築物等の定期調査資格者並びに定期検査資格者の登録及び研修に関する事業

（５）建築物等の耐震診断に関する事業

（６）財団法人住宅保証機構から委託を受けて行なう住宅性能保証制度及び住宅完成保証

　　　制度に関する事業

（７）住宅瑕疵担保責任保険に関する事業

（８）住宅性能評価に関する事業

（９）建築確認等に関する事業

（10）構造適合性判定に関する事業

（11）独立行政法人住宅金融支援機構に関する設計審査等に関する事業

（12）住宅に関する知識の普及及び各種相談に関する事業

（13）関係行政庁及び関係団体との協力連絡調整に関する事業

（14）その他この法人の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

活動の成果 （１）特殊建築物等定期調査及び建築設備定期検査の報告代行業務を実施

（２）特殊建築物の定期調査、検査及び建築防災に関する研究会・講演会の開催

（３）愛知県及び県内市町村から委託を受け、建築物等の耐震診断判定及び耐震改修計画評定

　　　を実施

（４）住宅瑕疵担保責任保険事業をつうじて安全性や品質・性能の確保、瑕疵の発生防止を図り

　　　住宅瑕疵担保責任保険が確実に履行されるよう実施

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 愛知県

団体の名称 財団法人　愛知県建築住宅センター

業　務　概　要

（５）住宅性能評価に関する業務の実施

（６）建築確認・検査業務のほか独立行政法人住宅金融支援機構融資住宅の設計審査及び現場

　　　審査も実施

（７）構造計算適合性判定事業を実施

（８）住宅相談の実施

（９）各種講習会の開催及び建築関連イベントへの出展により住情報を提供

平成23年度主要 　建築確認・検査事業

事業 　構造計算適合性判定事業

　住宅瑕疵担保責任保険事業

　住宅性能評価事業

事務局組織図

建築技術支援
センター

総務部 耐震評定部

耐震評定Ｇ

構造判定課

判定第一Ｇ

豊橋事務所 岡崎事務所 一宮事務所

業務課

業務第一Ｇ

業務第二Ｇ

評価第一Ｇ

住宅性能課

評価第二Ｇ

確認第二Ｇ

保　　険Ｇ

常務理事

専務理事

性能保証部

理 事 長

平成23年06月01日

平成２３年度　財団法人愛知県建築住宅センター

相談役

確認第一Ｇ

耐震評定課

総　　務Ｇ

総務課

確認検査部

確認第一課住宅保険課

判定第四Ｇ

管　　　理Ｇ

構　造Ｇ

確認第二課
構造判定部

確認第三Ｇ

顧　　問

豊田事務所

理　　事

判定第二Ｇ

検査交付課

検　　査Ｇ

交　　付Ｇ
判定第三Ｇ

経　　理Ｇ

監　　事
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 三重県

団体の名称 公益財団法人　三重県建設技術センター

代表者職･氏名 理事長  野　田　　素　延

事務所 所在地 〒５１４－０００２　津市島崎町　５６　

電話番号 ０５９－２２９－５６０３

ＦＡＸ番号 ０５９－２２９－５６１７

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.mie-kengi.or.jp/

設立年月日 昭和４４年４月１日

設立の根拠 定款

設立目的

主な活動状況 （１）建築確認検査業務、適合証明業務
（建築部）

（２）住宅性能評価業務、長期優良住宅技術的審査業務、エコポイント証明業務

　　　　固定資産税調査等事業、高齢者円滑入居賃貸住宅登録業務

（３）住宅瑕疵担保責任保険等業務、公共建築工事の設計支援・積算・工事監理業務支援

特記すべき事業

機関誌

出版物

活動の成果 （１）建築確認検査業務、適合証明業務の実施

（２）住宅性能評価業務、長期優良住宅技術的審査業務、エコポイント証明業務の実施

　　　固定資産税調査等事業、高齢者円滑入居賃貸住宅登録業務の実施

（３）住宅瑕疵担保責任保険等業務、公共建築工事の設計支援・積算・工事監理業務支援

　　　の実施

業　務　概　要

この法人は、良質な社会資本の整備と秩序あるまちづくりによる地域社会の健全な発展
を目指し、それらを担う人材の育成、社会資本の整備や維持管理及び安全・安心な住環
境の実現への支援等を行い、もって広く県民の福祉の増進に寄与することを目的とす
る。

－

－

－
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 三重県

団体の名称 公益財団法人　三重県建設技術センター

業　務　概　要

平成23年度主要 活動の成果と同じ

事業

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 　滋賀県

団体の名称 　財団法人　滋賀県建築住宅センター

代表者職･氏名 　理事長　市 田　 重 昭

事務所 所在地 　〒５２５－００３４　草津市草津３－１３－２５

電話番号 　０７７－５６９－６５０１

ＦＡＸ番号 　０７７－５６９－６５６１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ 　http://www.zai-skj.or.jp

設立年月日

設立の根拠 　寄附行為

設立目的 　　建築、住宅およびまちづくりに関する知識の普及、啓発等を通じ住宅等の取

　得者の保護と、併せて建築物の質の向上、安全性の確保を図り、もって県民生

　活の向上および県民が安全で安心して生活できる地域社会の形成に寄与するこ

　とを目的とする。

主な活動状況 （１）建築、住宅およびまちづくりの知識の普及に関する事業

（平成21年度） （２）建築、住宅およびまちづくりの調査、技術情報の収集等に関する事業

（３）建築関連の事業者、技術者および技能者の研修に関する事業

（４）建築基準法に基づく、建築確認および検査に関する事業

（５）住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく性能評価に関する事業

（６）独立行政法人住宅金融支援機構法に基づく審査に関する事業

（７）長期優良住宅建築等計画の認定に係る技術的審査に関する事業

（８）住宅瑕疵担保責任保険ならびに住宅性能保証制度に関する事業

（９）高齢者円滑入居賃貸住宅の登録・閲覧制度に関する事業

（10）湖国すまい・まちづくり推進協議会の事務局に関すること

（11）耐震診断等防災対策に関する事業

　※(10)の事業については、全国でも希な参加構成(NPO、公共、公益法人、

　　 各業界団体）で発足運営

特記すべき事業

機関誌

・「木造住宅耐震診断・補強の手引き」

・ おうみのや－近江の家－（湖国すまい・まちづくり推進協議会会報誌）　　　　

業　務　概　要

　平成１２年５月３０日

出版物
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 　滋賀県

団体の名称 　財団法人　滋賀県建築住宅センター

業　務　概　要

（１）建築基準法に基づく建築確認および検査に関する事業

（２）住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく性能評価に関する事業

（３）住宅金融支援機構法に基づく審査に関する事業

（４）住宅瑕疵担保責任保険ならびに住宅性能保証制度に関する事業

（５）長期優良住宅建築等計画の認定に係る技術的審査に関する事業

事務局組織図

平成23年度

主要事業および

活動の成果
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平成23年7月　　

都道府県名 大阪府

団体の名称 財団法人　大阪住宅センター

代表者職･氏名 理事長 立成　良三 (会長　佐藤　茂雄）

事務所 所在地 〒５４２－００８１大阪市中央区南船場４-４-３ 心斎橋東急ﾋﾞﾙ４階

電話番号 ０６－６２５３－００７１

ＦＡＸ番号 ０６－６２５３－０１４５

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.osaka-jutaku.or.jp/

設立年月日 昭和５１年１２月１日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　住宅需要者に対する住宅取得の円滑化を図るため、住宅に関する知識の啓発・

普及及び住宅に関する各種の事業を実施し、同時に住宅関連業界の健全な振興を

図ることによって、良好な住宅建設を推進し、もって府民の福祉に寄与するこ

とを目的とする。

主な活動状況 （１）住宅情報提供相談事業（住宅展示事業含む）

（２）住宅関連業者および技能者の研修教育事業

（３）住宅に関する知識の啓発普及事業

（４）住宅性能評価事業

（５）住宅保険業務・住宅完成保証業務・既存住宅保証業務の受託

（６）その他必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

活動の成果

(平成22年度実績)

（3）住宅性能評価事業では、住宅性能評価機関として公平・中立の立場から住宅性能評
価を実施し、住宅の品質確保と普及促進に努めた。

業　務　概　要

　大阪府は、「大阪府住宅まちづくりマスタープラン」において、府民に対する「住情報
の提供と相談体制の整備」を重点施策として掲げており、本施策に沿って「総合的な住宅
情報の提供・住宅相談に係る連絡協議会」を設立した。当財団は、本協議会の事務局を勤
めるとともに当財団の住宅情報相談事業として取り組み、関係団体とネットワーク化を図
り、幅広い情報提供や住宅相談及びセミナーを開催するなど積極的に事業を推進してい
る。

（1）住宅情報相談センター事業では、本部センターにおいては、各種の情報提供及び住
宅相談を実施、地域の住宅情報相談センターにおいては、住宅展示事業を通して、最新の
工法、構造、性能、設備などの新築住宅の情報提供をはじめ、住宅相談、セミナーの開催
など消費者ニーズに的確な情報提供と住宅相談に応じた。（2ヶ所の地域センターに住宅
展示場併設。）

　①住宅相談件数　1029件(本部及び2地域センター)
　②セミナー開催　　44回/302名参加(2地域センター)

（2）研修事業では、生産供給に携わる者には技術力、経営力の向上を、また、住宅需要
者には、住宅に関する知識の啓発普及を図った。
　①さしがね術の基本研修　17名(4日間)
　②住宅・建築関係事業者技術力向上支援講習会(受託)　5回/206名参加

（4）住宅瑕疵担保履行法に係る住宅保険業務をはじめ、各種の保証制度の普及推進を図
ることにより、住宅の品質確保と消費者保護に努めた。
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平成23年7月　　

都道府県名 大阪府

団体の名称 財団法人　大阪住宅センター

業　務　概　要

平成23年度
主要事業

　活動の成果（１）～（４）の事業

(平成21年度)

地域住宅情報相談センター

花博センター 岸和田センター

事務局組織図

理事長

常務理事兼事務局長

総務部 住宅情報
相談センター

事業
推進部

住宅
保証部

住宅
評価部
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平成23年7月　　

都道府県名 大阪府

団体の名称 財団法人　大阪建築防災センター

代表者職･氏名 理事長　結 城　 恭 昌

事務所 所在地 〒５４０－００１２　大阪市中央区谷町３－１－１７ジョイント大手前ビル２～４階

電話番号 ２階：指定確認検査機構　０６-４７９４－８２７０

３階：防災部門　０６-６９４３-７２５３

４階：構造計算適合性判定センター　０６-４７９３-８４１１

ＦＡＸ番号 ２階：指定確認検査機構　０６-４７９４-８２７２

３階：防災部門　０６-６９４６-８３７３

４階：構造計算適合性判定センター　０６-４７９３-８４１２

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.okbc.or.jp

設立年月日 昭和４８年１２月２５日

設立の根拠 寄附行為による　

設立目的 　府内における建築災害を未然に防止するため、建築防災及び市街地の防災対策に

関する諸事業を推進し、もって国民生活の安全確保に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築基準法第１２条による定期報告の受付等、各特定行政庁業務の一部代行

（２）高層建築物等の防災評定業務

（３）既存建築物の耐震性向上を図るための各種業務

　　・耐震診断・改修の相談窓口の設置

　　・耐震改修計画評価

　　・木造住宅所有者向け木造住宅耐震診断・改修講習会

　　・被災建築物応急危険度判定士講習会

　　・特定建築物等所有者向け耐震診断・改修説明会

（４）建築基準法による確認業務やその他の公的基準による設計審査等

　　　に関する業務

（５）建築基準法による検査業務やその他の公的基準による現地審査

　　　検査等に関する業務

（６）構造計算適合性判定に関する業務

（７）建築防災の指導啓発業務

特記すべき事業

H19年６月20日　構造計算適合性判定センター開設

H20年４月13日　在阪民間確認検査企業に呼びかけて「大阪建築確認検査協会」を設立

（H22年６月22日、会員対象範囲を拡大し「近畿建築確認検査協会」に改組）

機関誌 －

出版物 　小中学生向け防災小冊子

業　務　概　要

H11年10月１日　千里支所設置　 　　　　H13年７月１日　岸和田支所設置　

H15年３月17日　千里支所を移転し豊中支所と改名（H20豊中支所閉鎖）　

H12年４月１日　和泉分室設置　　　　 　H19年７月１日　堺支所設置（和泉分室閉鎖）

H12年７月１日　枚方支所設置      　　 H15年５月１日　八尾支所設置    
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平成23年7月　　

都道府県名 大阪府

団体の名称 財団法人　大阪建築防災センター

業　務　概　要

活動の成果 〇建築防災指導啓発に関する事業

（平成22年度主要事業)　イ.平成２２年度実績

　　・建築物防災講演会実施：　２回、（聴講者３０５名）

　　・児童用防災小冊子「みんなで考えよう　地震　かみなり　火事　台風」の配布

　　　府内小学校　１９４校、　１７，３７１冊

　　（平成7年度より累計　延べ５，１７４校、４９１，０７６冊）

　　・中学生向け小冊子「いえづくりと家の防災・まちづくりと街の防災」の配布

　　　府内中学校　２１校、　５，８１８冊

　　（平成16年度より累計　延べ２０７校、　６６，２２８冊）

〇昭和４９年度から実施している定期報告受付業務

　イ.平成２２年度受付実績

　　・指定建築物：３，４５５件、建築設備：５，６２７件、昇降機等：７７，３９０件

　　・定期報告実務講習会・説明会の開催（建築・設備：各２回）

〇平成２年度から実施している建築防災計画評定業務

　イ.平成２２年度実績　３９件

〇震災に関連した事業（平成１０年６月２５日、大阪建築物震災対策推進協議会

　設立に際し、当財団も参画し諸業務を実施）

　イ.平成２２年度実績

    ・建築物の耐震診断・改修相談窓口の業務

　　　　相談受付件数：電話８１７件、来所３３件　　

    ・耐震診断・改修等講習会の開催

    　　木造建築物所有者向け　　１回 応急危険度判定等　８回

    　　特定建築物等所有者向け　１回　　　　　　

〇平成１１年７月１日より指定確認検査機構の指定をうけ、建築物等の確認検査

　　業務を実施

　イ.平成２２年度　確認検査受付実績

      確認：４．９１６件、中間検査：４，７９３件、完了検査：４，６２１件

○平成１９年度より構造計算適合性判定業務を実施

　イ.平成２２年度実績

    　・判定受託件数　７３５件(８１４棟)

平成23年度主要事業 （１）定期報告業務

（２）高層建築物等の防災評定業務

（３）既存建築物の耐震性向上の促進に関する業務（耐震評価・進行管理・応急判定士登録・各種講習会・Ｆネット)

（４）建築基準法に基づく建築確認業務やその他の公的基準による設計審査等に関する業務

（５）建築基準法による検査業務やその他の公的基準による現地審査・検査等に関する業務

（６）構造計算適合性判定に関する業務

（７）建築防災の指導啓発業務
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平成23年7月　　

都道府県名 大阪府

団体の名称 財団法人　大阪建築防災センター

業　務　概　要

事務局組織図 (常勤役員）理事長 結城　恭昌

平成23年度 専務理事 伊藤　治正

（6月1日現在） 常務理事 天野　　明

理事 中　伊佐男

(事 務 局）事務局長 伊藤　治正

事務局次長兼総務部長 臼井　篤司

防災部門耐震部長 酒井　裕明

　同部門防災評定部長 天野　　明

　同部門業務部長 大西　康之

建築確認検査機構長 中　伊佐男

　同部門　管理営業部長 太田　正三

　同部門　企画審査部長 押川　兼宏

　同部門　検査部長 深見　邦夫

構造計算適合性判定センター長 伊藤　治正

　同部門　判定部長 金山　　敬

　同部門　企画調整部長 中島富三郎

職員数80名(派遣職員・個別嘱託職員除く)
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平成23年7月　　

都道府県名 兵庫県

団体の名称 財団法人　兵庫県住宅建築総合センター

代表者職･氏名 理事長　依藤　庸正

事務所 所在地 〒６５１－００８８　神戸市中央区小野柄通７-１－１　日本生命三宮駅前ビル７階

電話番号 ０７８－２５２－００９１ （ひょうご住まいｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 078-362-5223）

ＦＡＸ番号 ０７８－２５２－００９６ （ひょうご住まいｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 078-360-2794）

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.hyogo-jkc.or.jp/ （ひょうご住まいｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰhttp://support.hyogo-jkc.or.jp/）

設立年月日 昭和５０年４月１日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　住宅に関する各種の事業を実施することにより、良好な住宅の建設を推進す

るとともに、建設業界及び関連業界の健全な振興を図り、県民の福祉の向上に

寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）住まいに関する各種相談、情報提供及び普及啓発並びに住まいづくりに

　　　関する支援事業

（２）住宅に関する啓蒙指導並びに住宅の性能保証及び性能評価に関する事業

（３）住宅の建設及び取得に関する利子補給事業

（４）住宅の補修に関する資金の貸付に関する事業

（５）住宅建築関連業者、技術者及び技能者の研修教育事業

（６）建築物の定期調査及び建築設備の定期検査並びにそれらの結果報告に関

　　　する事業

（７）建築物の耐震性能の評価に関する事業

（８）建築基準法に基づく建築確認及び検査並びに建築確認等に係る構造計算

　　　適合性判定に関する事業

（９）特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律に基づく住宅瑕疵担保

　　　責任保険等の業務に関する事業

（10）その他目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県名 兵庫県

団体の名称 財団法人　兵庫県住宅建築総合センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）住宅瑕疵担保責任保険の利用促進を図り、安全・安心な住まいづくりを

　　　推進している。

（２）指定確認検査機関・登録住宅性能評価機関として良質な住宅ストックの

　　　形成を促進している。

（３）特殊建築物の定期報告制度の普及啓発や既存建築物の耐震診断改修計画

　　  の評価事業に取り組み、建築物の防災化を推進している。　　　

 (４)兵庫県の指定構造計算適合性判定機関として、建築物の安心・安全の確保

     に努めている。　

平成21年度主要 （１）ひょうご住まいサポートセンター運営事業

事業 （２）すまいづくり事業

（３）建築防災事業

（４）建築技術振興事業

（５）構造計算適合性判定事業

事務局組織図 （理事会）

理事長 事務局長

理　　　事

監　　　事

審　査　課

再計算課

ひょうご住まいサポートセンター

構造計算適合性判定センター

総　務　課

住宅保険課

住宅確認検査課

建築防災課

耐震改修課
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平成23年7月　　

都道府県名 奈良県

団体の名称 財団法人　なら建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　西浦　重明

事務所 所在地 〒６３０－８１３１　奈良市大森町５７番地３号　奈良県農協会館内

電話番号 ０７４２－２７－６５０１

ＦＡＸ番号 ０７４２－２７－６５０２

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.zainara-kjc.net/

設立年月日 昭和５０年３月１１日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　建築物、昇降機、建築設備の安全性の確保及び適正な維持管理を推進するととも

に質の向上を図り、もって県民の生活環境の向上及び安全保持に寄与することを目

的とする。

主な活動状況 （１）建築物等の安全性の確保等に係る指導、啓発に関する事業

（２）建築物等の定期報告に係る指導及び案内に関する事業

（３）建築物の耐震性能に係る調査及び評価・判定に関する事業

（４）建築物等の建築確認及び検査に関する事業

（５）独立行政法人住宅金融支援機構の証券化支援事業等に係る適合証明業務に

　　　関する事業

（６）住宅の性能評価に関する事業

（７）住宅の性能保証及び住宅瑕疵担保責任保険等に関する事業

（８）建築物等の定期の調査及び検査の資格者並びに建築物の耐震性能に係る調査

　　　の技術者の掌握、研修及び講習に関する事業

（９）関係行政庁及び関係団体との連絡調整に関する事業

（10）長期優良住宅建築等計画の認定に係る技術的審査に関する事業

（11）その他前各号の事業を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県名 奈良県

団体の名称 財団法人　なら建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）県及び特定行政庁より特殊建築物・建築設備の定期報告業務を受託

　　　報告書受付

（２）耐震診断改修の判定

（３）確認申請（計画変更を含む）受付　　中間完了検査申請受付

（４）住宅金融支援機構の適合証明　　　　

（５）住宅性能評価　　設計評価受付　　　建設評価受付　　　　

（６）住宅性能保証　　業者登録　　　　　住宅登録

（７）住宅瑕疵担保責任保険　保険申込受付

（８）長期優良住宅建築等計画の技術的審査

（９）公益事業

平成23年度主要 　建築設備定期報告受託業務（県他特庁受託）

事業 　他　上記（活動の成果）（２）～（９）の事業

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県名 和歌山県

団体の名称 財団法人　和歌山県建築住宅防災センター

代表者職･氏名 理事長　野島　育夫

事務所 所在地 〒６４０－８０４５　和歌山市ト半町３８番町（建築士会館内）

電話番号 ０７３－４３１－９２２０

ＦＡＸ番号 ０７３－４３１－９０２０

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www18.ocn.ne.jp/~wakenbou/

設立年月日 昭和４９年７月３０日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　本センターは、和歌山県内における建築防災に関する諸事業並びに住宅の質

の向上と消費者の保護を図るための各種の事業を実施し、もって公共の福祉の

向上に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築防災に関する事業及び技術者の育成に関する事業

（２）特殊建築物等､建築設備､昇降機及び遊戯施設の定期調査・検査等に関す

　　　る事業

（３）指定確認検査機関に関する事業

（４）証券化支援事業に関する事業

（５）住宅瑕疵担保責任保険に関する事業

（６）完成保証等住宅完成保証制度に関する事業

（７）住宅の性能に関する評価等の事業

（８）高齢者円滑入居賃貸住宅の登録及び閲覧に関する事業

（９）関係行政庁及び関係団体の連絡調整に関する事業

（10）前各号に掲げる事業に付帯する事業

（11）その他本センターの目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌 　パンフレット「建築物の健康診断」の配布

出版物 　建築基準法定期報告調査・検査者実務資料

活動の成果 　（１）住宅性能保証制度の普及、拡大、住宅取得者の保護、良質な住宅の建

　平成12年９月に指定確認期間の指定を受け、建築物等の確認・検査業務を

　（２）建築物及び建築設備の定期報告制度の推進を図る。

　（３）建築防災に関する研修会・講習会を実施。

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県名 和歌山県

団体の名称 財団法人　和歌山県建築住宅防災センター

業　務　概　要

平成23年度主要 　特殊建築物等、建築設備定期報告受託業務

事業

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県名 島根県

団体の名称 財団法人　島根県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　柳原　恒徳

事務所 所在地 〒６９０－０８８３　松江市北田町３５－３　建築会館内

電話番号 ０８５２－２６－４５７７

ＦＡＸ番号 ０８５２－２５－９５８１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.simajyu.jp

設立年月日 昭和４９年７月１日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　この法人は、建築物に関する安全性の確保及び適正な維持管理を推進することに

より、地域住民の生命、健康及び財産の保護を図ると共に、住宅に関する知識技術

の啓発、普及等の住宅に関する各種の事業を実施し、もって県民の福祉の向上に寄

与することを目的とする。

　この法人は、前項に規定するもののほか、建築、住宅行政の推進並びに協力に必

要な事業を行うことを目的とする。

主な活動状況 （１）建築物の安全管理に関する指導啓発に関する事業

（２）建築物の定期調査、検査資格者の掌握及び研修に関する事業

（３）建築物で特定行政庁が指定するものの定期調査、検査に関する事業

（４）建築物等の定期報告業務の指導及び広報に関する事業

（５）住宅に関する知識技術の啓発普及

（６）住宅建築関連業者、技術者・技能者の研修

（７）住宅に関する展示

（８）財団法人住宅保証機構に関する業務

（９）住宅建築に関する各種相談業務

（10）指定確認検査機関に関する業務

（11）住宅金融支援機構に関する業務

（12）住宅ローンに関する審査検査業務

（13）住宅性能評に関する業務

（14）その他前条の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物 わが家のリフォ－ム・カルテ

空き家情報誌“だんだん”

島根県長寿の住まいﾘﾌｫ-ﾑ助成事業に係る冊子、ﾘ-ﾌﾚｯﾄ

業　務　概　要

1/3



平成23年7月　　

都道府県名 島根県

団体の名称 財団法人　島根県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）特殊建築物等定期調査に関する事業

（２）建築物の建築確認審査・検査に関する事業

（３）住宅の品質確保促進法に関する性能評価業務

（４）住宅瑕疵担保責任保険に関する業務

（５）住宅金融支援機構業務に関する業務

（６）宅地建物取引主任者資格試験に関する事業

（７）長期優良住宅認定に係る技術審査に関する事業

（８）住宅エコポイント制度審査・受付事業

（９）省エネ法の登録建築物調査機関に関する事業

（10）島根県ＵＩタ－ン希望者向け住宅情報提供等に関する事業

（11）島根県安心リフォ－ム推進に関する事業

（12）建築関連団体の事務受託に関する事業

（13）研修等に関する業務

（14）建築・住宅に関する受託等に関する業務

（15）住宅相談に関する業務

（16）その他の事業

平成23年度主要 公益事業

１．県民が安全安心に暮らすための建築物の安全確保事業

（１）特殊建築物等の定期報告事業

（２）住宅の品質確保事業

（３）しまね長寿の住まいリフォ－ム助成事業

（４）公共建築工事支援事業

２．県民の要請に応える建築技術者等育成事業

（１）長寿社会の住まいづくり相談員養成事業

（２）安全安心な社会を創るための建築技術者養成事業　研修

３．県民が安全安心な住まいを確保するための住情報の提供・相談事業

（１）島根県ＵＩタ－ン希望者向け住宅情報提供等提供に関する事業

（２）島根県建築住宅施策普及啓発事業

（３）住宅等の建築に係る一般消費者からの相談に関する事業

４．住まい方に関する県民への啓発事業

（１）しまね住宅安心リフォ－ム推進に関する事業

（２）各種展示会等を活用した住生活情報の提供事業

収益事業

１．住宅瑕疵担保責任保険加入審査業務受託に関する事業

２．｢住宅金融支援機構証券化適合証明書｣交付に伴う審査業務受託に関する事業

３．住宅版エコポイント発行審査業務受託に関する事業

４．宅地建物取引主任者資格試験実施業務受託に関する事業

2/3



平成23年7月　　

都道府県名 島根県

団体の名称 財団法人　島根県建築住宅センター

業　務　概　要

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県名 山口県

団体の名称 財団法人　山口県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　仲子　正則

事務所 所在地 〒７５３－００７２　山口市大手町３－２４　パークビル２階

電話番号 ０８３－９２１－８７２２

ＦＡＸ番号 ０８３－９２１－８７２３

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.y-kenju.com/

設立年月日 平成１２年７月１３日

設立の根拠 民法第３４条

設立目的 　建築物の質の向上と安全性の確保を図り、県民の安全で安心な住まいづくり、

まちづくりの推進と公共の福祉の増進に寄与する。

主な活動状況 （１）登録住宅性能評価機関

（２）指定確認検査機関

（３）構造計算適合性判定

（４）長期優良住宅審査

（５）フラット３５適合証明

業　務　概　要

（６）住宅瑕疵担保責任保険等(委託)

（７）住宅相談

（８）きらめき住まいづくりセンター（委託事業）による住宅相談

（９）高齢者住まい法による賃貸住宅登録業務

（10）住宅フェアの開催

（11）安心リフォーム推進事業の実施

（12）住宅エコポイント証明等業務

特記すべき事業 ・きらめき住まいづくりセンターにおける住宅相談

・2010やまぐち住宅フェアの開催(山口県ゆとりある住生活推進協議会事務局)

・安心リフォーム推進（住宅リフォームアドバイス及び事業者登録）

機関誌

出版物

-
-
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平成23年7月　　

都道府県名 山口県

団体の名称 財団法人　山口県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 ・住宅性能評価業務　住宅の性能による表示の普及と良質な住宅のストックに貢献

・建築確認･検査業務　建築関係法の審査、検査により建築物の質の向上に寄与

・構造計算適合性判定業務　建築物の構造計算の判定をとおして安全の確保に寄与

・フラット35適合証明業務　設計検査、現場検査をとおして証券化の支援に寄与

・住宅保証機構等からの委託業務　瑕疵担保保険等の履行に寄与

・住宅相談業務　きらめき住まいづくりセンター委託業務等をとおして県民の住宅に

　関する疑問に対応

・高齢者円滑入居賃貸住宅登録業務(県指定機関)により高齢者の入居できる住宅の

　情報を提供

・2010やまぐち住宅フェア(山口県ゆとりある住生活推進協議会事務局)で住情報を

　県民に提供

平成23年度主要 　きらめき住まいづくりセンター住宅相談

事業 　2011やまぐち住宅フェア

　県営住宅空気環境測定　

  住宅リフォームアドバイザー派遣窓口等業務

事務局組織図
理事長

担当理事

事務局長

理事会 評議員会 監 事

総務部

総務課

住宅性能

評価部

建築確認

検査業務部

構造計算

判定部

住宅

相談室

住宅瑕疵

保険業務
適合証明

業務部
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 徳島県

団体の名称 徳島県木造住宅推進協議会

代表者職･氏名 会長　佐藤　幸好

事務所 所在地 〒７７０－０９３１　徳島市富田浜２－１０　(社)徳島県建築士会内　

電話番号 ０８８－６２１－２５９８

ＦＡＸ番号 ０８８－６２１－２８７１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://toku-moku.sakura.ne.jp/

設立年月日 昭和５９年６月２５日

設立の根拠

設立目的 　徳島県の自然・風土・歴史・文化に根ざし、地域の暮らしや産業に支えられて継承・

発展してきた木造住宅を、地域文化の育成・地域住宅生産の振興の視点から再評価・

再認識し、 現代の住宅建設技術の中に新たに位置づけると共に、県民に対し広く木造

住宅についての周知・啓発を行い、木造住宅の振興を促進し、もって建設業界の活性

化・近代化を進めることを目的とする。

主な活動状況 （１）住宅相談・住宅リフォーム推進事業の実施

（２）大工後継者育成支援事業の実施

（３）県産木材利用促進支援事業の実施

（４）研究会活動等支援の実施

（５）木造住宅耐震化支援事業の実施

特記すべき事業

機関誌

出版物   ３階建て木造住宅の手引き「大型木造建築物入門」

「徳島すぎスパン表」

「木造公営住宅のすすめ」など

活動の成果 （１）様々な住宅関連情報を消費者に提供した

（２）木造住宅建設の振興と住宅産業の近代化に貢献した

（３）伝統的木造建築の技術継承に貢献した

平成23年度主要 （１）住宅相談・住宅リフォーム推進事業の実施

事業 （２）大工後継者育成支援事業の実施

（３）県産木材利用促進支援事業の実施

（４）研究会活動等支援の実施

（５）木造住宅耐震化支援事業の実施

事務局組織図

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 愛媛県

団体の名称 愛媛県住宅建設振興協議会

代表者職･氏名 会長　黒川　照勇喜

事務所 所在地 〒７９０－０００２　松山市二番町４丁目１－５　(社)愛媛県建築士会内

電話番号 ０８９－９４５－４８０８

ＦＡＸ番号 ０８９－９４８－００６１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ なし

設立年月日 昭和６３年４月１日

設立の根拠 愛媛県住宅建設振興協議会規約による

設立目的 　行政や住宅関係団体等をもって組織し、本県における住宅建設振興に関する研究

及び､事業を行う事により､県民の居住水準の向上及び､住宅関連産業の振興を図る。

主な活動状況 ・住宅建設を振興するための基本的事項の検討

・住宅及び住生活に関する情報の収集及び提供

・すまいづくりまちづくりセンター連合会に関する事業

・住宅生産・供給体制の整備、充実のための方策の検討

・地場産材を活用した住宅建設の振興策の検討

・その他協議会の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業 ・住宅及び住生活に関する情報提供を目的に、「えひめ暮らしと住まいフェア」を

　毎年開催している。

機関誌

出版物

活動の成果 　平成22年10月23・24日の2日間、アイテムえひめ大展示場で、『2010年えひめ

暮らしと住まいフェア』を開催したところ、延べ9,418人の入場者があった。

　　　　　【民間イベント「マイホームフェスタ」と同時開催による。】　

平成23年度主要 （１）「2011年えひめ暮らしと住まいフェア」　　平成23年10月22日・23日

事業 　　【民間イベント「マイホームフェスタ」と同時開催による。】　

事務局組織図

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県名 福岡県

団体の名称 財団法人　福岡県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　三村　保始

事務所 所在地 〒８１０－０００１　福岡市中央区天神１－１－１　アクロス福岡３階、５階

電話番号 ０９２－７８１－５１６９

ＦＡＸ番号 ０９２－７１５－５２３０

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.fkjc.or.jp

設立年月日 昭和５３年１０月１日

設立の根拠 民法３４条

設立目的 　住宅に関する知識の普及、住宅相談の実施等を通じて住宅需要者の保護を図るとと

もに、建築・住宅関連業者、技術者等の研修、建築技術に関する調査研究等によっ

て建築・住宅関連産業の振興を図り、あわせて建築確認、検査、その他審査業務、

建築物の安全性の確保のための業務等を実施し、もって県民福祉の向上に資すること

を目的とする。

主な活動状況 （１）住宅に関する知識の普及に関する事業

（２）住宅に関する調査研究及び技術開発に関する業務

（３）住宅に関する各種相談に関する業務

（４）指定確認検査機関としての建築確認・検査に関する業務

（５）指定構造計算適合性判定機関としての構造計算適合性判定に関する業務

（６）住宅金融支援機構の適合証明に関する業務

（７）住宅性能保証制度並びに住宅完成保証制度の実施に関する業務

（８）住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する制度の実施に関する業務

（９）登録住宅性能評価機関としての住宅性能評価に関する業務

（10）建築及び住宅に関する資材・機器及び設備の展示・普及に関する業務

（11）建築及び住宅に関連する業者、技術者及び技能者の研修に関する業務

（12）建築物の調査研究並びに維持管理に関する業務

（13）建築物の防災対策に関する業務

（14）特殊建築物等の定期報告に関する業務

 (15) 長期優良住宅の普及に関する業務

（16）その他上記の目的を達成するために必要な業務

特記すべき事業

機関誌 家なみ

出版物

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県名 福岡県

団体の名称 財団法人　福岡県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）高齢化・省エネルギー等政策テーマに即した展示事業を通じて、県民に住宅

      に関する知識の普及に寄与する。

     （住宅情報プラザ福岡〔住情報交流拠点〕：本部事務所に併設）（生涯あんしん住宅）

（２）常設住宅相談所を本部事務所及び北九州事務所に開設し、県民の住宅に関す

      る各種相談に対応する。（耐震関係を含む）

（３）地方定住、ストック活用、住宅市場活性化等に関する各種調査を実施する。

（４）住宅建築関連業者・技術者等のレベルアップを図るため、各種研修事業を実施する。

（５）住宅瑕疵担保履行法の実施及び長期優良優良住宅の普及に関する事業を実施する。

（６）耐震についての知識の啓発・普及に関する事業を実施する。

平成23年度主要 （１）住宅相談事業（補助）

事業 （２）研修事業（補助）

（３）住宅情報提供推進事業（補助）

（４）高齢者住宅対策推進事業（委託）

（５）あんしん住替え情報バンク運営事業（委託）

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 佐賀県

団体の名称 財団法人　佐賀県土木建築技術協会

代表者職･氏名 理事長　緒方耕治

事務所 所在地 〒８４０－０８５７　佐賀市鍋島町大字八戸字上深町３１８２　

電話番号 ０９５２－２６－１６６６

ＦＡＸ番号 ０９５２－２６－１６６９

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.sagacat.or.jp/

設立年月日 昭和５７年１１月１日

設立の根拠 県および県内全市町村の共同出損により公益法人として設立

設立目的 建設事業に関する技術及び事務の改善向上を図り、佐賀県内における建設事業

の振興発展に寄与することを目的として設立。

主な活動状況 主な事業 (協会全体の業務）

（１）建設に関する技術及び事務の研修

（２）建設に関する資料の収集及び広報活動

（３）地方公共団体等が行う建設事業に関する総合的な技術支援業務の受託

（４）公共施設の維持管理業務の受託

（５）建築物等の確認・検査・審査・住宅性能評価等業務

（６）財団法人住宅保証機構等からの業務の受託

（７）建設工事に係る試験業務及び建設技術に関する研修業務の受託

（８）災害時等における技術協力

（９）その他この法人の目的を達するために必要な事業

特記すべき事業 住宅・建築関連協議会等事務局

（住宅建築関係）（１）佐賀県住宅行政連絡協議会（公営住宅関連市町等）

（２）佐賀の木・家・まちづくり協議会（住宅・建設関係37団体）

（３）佐賀県優良住宅建設事業者協議会（住宅建設業者63社）

（４）佐賀県住宅・建築関係事業者技術力向上支援連絡会議（11団体＋佐賀県・佐賀市）

機関誌

出版物

活動の成果 　公共建設事業に関する土木設計積算・施工管理業務や建築に関する設計業務を除く

公共事業支援業務の受託をはじめ、平成12年度からは指定建築確認検査機関業務、

住宅金融支援機構受託業務、住宅保証機構受託業務等県民に密着した業務も開始し、

地方公共団体の建設行政の補完的役割を担うとともに広く県民サービスにも寄与してきた。

平成23年度主要 各種団体・協議会事務局の事業計画の執行の支援（事務局業務）及び技術研修会

事業 建築基準法改正、建築士法改正、住宅瑕疵担保履行法の施行に関する情報提供講習会の開催

（住宅建築関係）長期優良住宅の普及の促進に関する法律の施行に関する中小工務店・建設業等に対する

説明会の開催等

業　務　概　要

－
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 佐賀県

団体の名称 財団法人　佐賀県土木建築技術協会

業　務　概　要

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県名 長崎県

団体の名称 財団法人　長崎県住宅・建築総合センター

代表者職･氏名 理事長　宮原　和明

事務所 所在地 〒８５０－００３５　長崎市元船町１７－１（長崎県大波止ビル２階）

電話番号 ０９５－８２５－６９４４

ＦＡＸ番号 ０９５－８２５－６９４７

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.nagasaki-jkc.jp/

設立年月日 昭和５９年１月２６日

設立の根拠 寄附行為

設 立 目 的 　県民に対して住宅・建築・まちづくりに関する知識を普及し、住宅・建築関係技

術者に関連情報を提供するとともに、建築物等の安全対策その他の住宅・建築・ま

ちづくりに関する各種事業を実施することにより、県民の生活の安定と社会福祉の

増進に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）まもりすまい保険等取扱業務

（２）住宅に関する講習会等の開催

（３）長期優良住宅技術的審査業務

（４）住宅月間行事への参加

（５）住宅の耐震に関する相談窓口業務

（６）建築物等の安全対策業務（昇降機等定期検査報告等）

（７）登録住宅性能評価機関として住宅性能評価に関する業務

（８）指定確認検査機関として確認検査に関する業務

（９）適合証明に関する業務

（１０）木造住宅総合対策に係る業務

特記すべき事業

機関誌

出版物 　長崎の住まいづくり・木の良さを活かした長崎の住宅（第１回～第１２回）

伝統的デザインを活かした住宅づくりなど

活動の成果 　まもりすまい保険　平成22年度末現在　届出事業者数　569社

　平成13年度から指定確認検査機関となり、また適合証明検査を実施している。

　平成22年度 確認件数 587件 　 中間検査 20件　　完了検査 529件

業　務　概　要

　ＥＶ等定期検査報告業務、平成22年度の報告台数　5,804件

　性能評価業務（公営住宅・マンション・戸建て住宅など）
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平成23年7月　　

都道府県名 長崎県

団体の名称 財団法人　長崎県住宅・建築総合センター

業　務　概　要

平成23年度主要 （１）木造住宅の耐震に関する情報提供事業

事業 （２）木造住宅総合対策事業

事務局組織図
     （財）長崎県住宅・建築総合センター組織図       

                      

   評議員会 （5人）                            事務局組織   13 + 12 

                                          総務経理班  － 総務経理主任 

   役員     

   

  監事（2人） 

 

理事長─副理事長─常務理事

 

               

   理事（8人） 

 

 

 

 

 

常務理事兼 

 事務局長 

 （事務局長兼任） 

 

性能業務部   性能評価     －事務局員

    部長    住宅保険 

 

確認検査部   確認検査     －事務局員

 

 

 

 

  部長    適合検査(Ｆ35） 

 

 

 

総括検査員   個人情報等研修 －事務局員

                 検査指導   －委託検査員
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平成23年7月　　

都道府県名 熊本県

団体の名称 財団法人　熊本県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　牧野　雄二

事務所 所在地 〒８６２－０９５４　熊本市神水１－３－１（ヨネザワ熊本県庁前ビル１Ｆ）

電話番号 ０９６－３８５－０７７１

ＦＡＸ番号 ０９６－３８５－９９３２

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.bhckuma.or.jp/

設立年月日 平成３年１２月２０日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　建築物等の安全性の確保を推進するとともに、住環境及び建築住宅技術に関する知識

の啓蒙普及等に努め、県民の生命、健康及び財産の保護を図り、もって地域社会の発展

に寄与することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築物等の安全対策に関する事業

（２）建築物の定期調査並びに建築設備及び昇降機等の定期検査に関する事業

（３）建築住宅に関する情報提供事業

（４）（財）住宅保証機構の住宅性能保証制度に関する業務の受託事業

（５）住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する事業

（６）建築確認等に関する事業

（７）住宅金融支援機構に係る業務の受託事業

（８）住宅性能評価に関する事業

（９）建築住宅技術の調査等に関する業務の受託事業

（10）建築住宅関係技術者の研修等に関する事業

（11）住宅金融支援機構証券化支援事業適合証明業務（設計・現場審査）に関する事業

（12）構造計算適合性判定に係る事業

（13）その他前条の目的を達成するために必要な事業

特記すべき事業

機関誌

出版物

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県名 熊本県

団体の名称 財団法人　熊本県建築住宅センター

業　務　概　要

活動の成果 （１）定期報告の促進を図ることにより、県民の生命健康及び財産の保護に寄与すると

　　ともに、建築物の安全性の確保を図る。

（２）建築物の確認・検査業務を実施する。

（４）住宅セミナーや相談業務等を通じ、正確な住宅情報の提供を行う。

（５）住宅のリフォームに関する相談業務や研修事業を実施し、消費者や事業者が適切

　　なリフォームができるようにする。

平成23年度主要 （１）住宅相談・情報提供事業（住宅相談所の設置）

事業

事務局組織図

構造判定課

（６）長期優良住宅先導的モデル事業

事務局長

事務局次長

総務企画課 安全推進課 確認検査課

（５）住宅耐震対策普及啓発事業

（３）住宅瑕疵担保責任保険の保険関連業務を受託し、保険受付・現場検査等を行う。

（２）住まいづくりセミナー事業

（３）住宅リフォーム推進事業

（４）定期報告事業
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 大分県

団体の名称 財団法人　大分県建築住宅センター

代表者職･氏名 理事長　畑田　和男

事務所 所在地 〒８７０－０００４　大分市王子港町１番１７号

電話番号 ０９７－５３７－０３００

ＦＡＸ番号 ０９７－５３７－０３９５

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www6.ocn.ne.jp/~oita-kj/

設立年月日 平成１２年３月２４日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　建築物等の確認及び検査、住宅性能評価その他建築に関する事業を行うことにより、

建築物の質の向上と安全性の確保を図り、併せて住宅に関する知識の普及及び

相談を通じて県民の良好な住宅の取得を支援し、もって県民福祉の増進に寄与

することを目的とする。

主な活動状況 （１）建築物の確認及び検査に関する業務

（２）住宅性能評価に関する業務

（３）建築及び住宅に関する調査研究、情報の提供及び各種相談に関する業務

（４）住宅瑕疵担保責任保険法人が運営する制度に関する受託事業

（５）住宅金融支援機構の証券化支援事業等適合証明業務に関する業務

（６）長期優良住宅に関する業務

（７）建築物等の地球環境への配慮に関する業務

（８）その他前条の目的を達成するために必要な業務

特記すべき事業 　リフォームメンバー会　勉強会（年２回開催）

　住宅相談会　毎月第２，４土曜日

機関誌

出版物

活動の成果 ・新聞広告や講習会等の開催により消費者に住宅に関する関心や、住宅制度の

　普及に努めている。

・安心なリフォームを推進するために「リフォームメンバー会」を発足し、

　研修会の実施等メンバーの育成に努めている。

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 大分県

団体の名称 財団法人　大分県建築住宅センター

業　務　概　要

平成23年度主要 ・建築物の確認及び検査業務

事業 ・適合証明業務

・住宅性能評価業務

・まもりすまい保険業務

・住情報提供事業

事務局組織図 (2)

（平成２３年度） ・理事長 ・常務理事・事務局長 (8)

(1)事務局長と兼務 (9)

(7)

・総務課

・企画・住情報課

・建築審査課

・建築検査課
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平成23年7月　　

都道府県名 鹿児島県

団体の名称 財団法人　鹿児島県住宅・建築総合センター

代表者職･氏名 理事長　山下　孝志

事務所 所在地 〒８９２－０８３８　鹿児島市新屋敷町１６－２２８

電話番号 ０９９－２２４－４５３９

ＦＡＸ番号 ０９９－２２６－３９６３

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.kjc.or.jp/

設立年月日 昭和４４年２月１日

設立の根拠 寄附行為

設立目的 　県民に対する住宅・建築に関する知識の普及、建築関係技術者に対する情報の提

供及び公共団体等からの委託による住宅等の管理を行うとともに、建築物等の安全

対策等を行い、もって県民の生活の安全と社会福祉の増進に寄与することを目的と

する。

主な活動状況 （１）住宅・建築に関する知識の普及、相談及び研修会の開催

（２）住宅・建築に関する調査研究及び技術開発

（３）公共団体等からの委託による住宅等の管理に関する事業

（４）公共団体等からの委託による住宅団地の環境整備に関する事業

（５）公共団体等からの委託による工事監理及び設計を除く技術協力に関する事業

（６）建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく確認及び検査に関する事業

（７）建築基準法に基づく構造計算適合性判定に関する事業

（８）独立行政法人住宅金融支援機構との協定による住宅の審査等に関する事業

（９）住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅

　　　の性能評価に関する事業

（10）財団法人住宅保証機構からの委託による住宅の保証に関する事業

（11）建築物等の安全対策に関する事業

（12）木造住宅の振興に関する事業

（13）住宅・建築関連業界の連絡調整等に関する事業

特記すべき事業

機関誌

出版物 ・都市計画法　開発許可申請の手引き

業　務　概　要

1/2



平成23年7月　　

業　務　概　要

活動の成果 （１）住宅相談プラザを開設し、一般消費者を対象に住宅に関する相談業務を行い

　　　住宅・建築に関する知識の普及及び啓発を図っている。

（２）工務店・設計事務所を対象に増改築相談員登録研修会及び住宅リフォームコ

　　　ンクールを実施し、住宅リフォームに係る技術の向上及び普及促進を図って

　　　いる。

平成23年度主要 　地域木造住宅供給推進事業

事業

事務局組織図 理 事

（技術担当）

理 事

（事務担当）
理事長

確認審査二課

判 定 部 判定課

住宅審査一課

総 務 管 理 部

住宅審査二課

確認審査一課

企画課

建築課

設備課

企 画 部

総務課

管理課

総 務 管 理 部
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　住宅保証機構

代表者職･氏名 専務理事　沼生　哲男

事務所 所在地 〒１０８－００１４　港区芝５－２９－１４　田町日工ビル

電話番号 ０３（６４３５）４６８１

ＦＡＸ番号 ０３（３４５４）１７７０

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.how.or.jp/

設立年月日

設立の根拠 民法34条　寄附行為

設立目的

主な活動状況

特記すべき事業 住宅瑕疵担保責任保険法人

機関誌 住宅保証だより（不定期）

出版物

活動の成果 住宅瑕疵担保責任保険の実施

住宅完成保証制度の実施

地盤保証制度の実施

（10）住宅瑕疵担保責任の履行の確保、住宅の性能保証及び完成保証に関する相談及び住宅建設業者等の
指導

（11）その他前条の目的を達成するために必要な業務

（４）住宅の性能に関する評価等の業務の実施

（５）住宅の設計及び施工に関する検査並びに技術基準等への適合性に関する検査等の業務の実施

（６）住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する制度及び住宅完成保証制度の普及

（７）住宅の性能に関する技術の研究及び開発

（８）住宅瑕疵担保責任の履行の確保及び住宅の完成保証に関する企画、調査及び研究

（９）住宅の性能、設計、施工及び技術基準等に関する評価、検査等の企画、調査及び研究

（３）完成保証等住宅完成保証制度の実施

業　務　概　要

昭和57年4月1日

この法人は、住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する制度、住宅性能保証制度及び住宅完成保証制
度の実施・運営並びに住宅の評価、検査等の業務の実施を通じて、住宅性能の向上、消費者の保護
及び住宅建設業者等の育成を図り、もって国民の居住水準の確保と住宅の供給に携わる者の健全な
発展に寄与することを目的とする。

（１）住宅瑕疵担保責任の履行の確保に関する制度の実施

（２）瑕疵に係る保証等住宅性能保証制度の実施
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　住宅保証機構

業　務　概　要

平成23年度主要 （１）住宅瑕疵担保責任保険の実施

事業 （２）住宅完成保証制度の実施

（３）地盤保証制度の実施

事務局組織図
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平成23年7月　　

都道府県(市)名

団体の名称

代表者職･氏名

事務所 所在地

電話番号

ＦＡＸ番号

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

設立年月日

設立の根拠

設立目的

主な活動状況 １：住宅及び住宅部品等に関する企画、調査、研究及び開発

３：優良住宅部品の認定及び普及促進

４：住宅及び住宅部品等の性能、品質に関する試験、検査、評価及び認定等

５：住宅及び住宅部品等に関する情報提供、相談、講習会の開催及び図書の頒布等

６：住宅生産に関する品質及び環境マネジメントシステム等の審査登録
特記すべき事業

機関誌 なし

出版物 なし

活動の成果 （１）　優良な住宅部品の開発普及に関する事業

（２）　住宅部品等のトレーサビリティ情報管理に関する事業

（３）　住宅部品・建築部材等の試験・評価等に関する事業

（４）　住宅等建築物の評価等に関する事業

（５）　住宅生産等に関するマネジメントシステムの審査登録等に関する事業

（６）　住宅関連の調査及び研究に関する事業

（７）　住宅関係の情報交流及び関係機関の活動への協力に関する事業

（８）　住宅関係の国際交流に関する事業

平成23年度主要 （１）　優良な住宅部品の開発普及に関する事業

事業 （２）　住宅部品・住宅等の適切な維持管理・改修の支援に関する事業

（３）　住宅部品・建築部材等の試験・評価等に関する事業

（４）　住宅等建築物の評価等に関する事業

（５）　住宅生産等に関するマネジメントシステムの審査登録等に関する事業

（６）　住宅関連の調査及び研究に関する事業

（７）　住宅関係の情報交流及び関係機関の活動への協力に関する事業

（８）　住宅関係の国際交流に関する事業

２：住宅部品の開発等を行う企業に対する費用の一部補助、融資のあっせん及び
　　生産に関する指導

０３－５２１１－０５５６

業　務　概　要

東京都

財団法人　ベターリビング

理事長　那珂　正

〒１０２－００７１　東京都千代田区富士見２－７－２　ｽﾃｰｼﾞﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

０３－５２１１－０５４８

http://www.cbl.or.jp/

昭和48年2月13日

寄附行為
住宅部品の開発並びに優良住宅部品の認定及び普及を行うとともに、住宅及び住宅
部品等の品質向上に資する業務を行うことにより、住宅購入者等の利益の保護及び
住宅生産の合理化を図り、もって国民の住生活水準の向上に寄与することを目的と
する。
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平成23年7月　　

業　務　概　要

事務局組織図 平成２２年度の組織
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　日本建築防災協会

代表者職･氏名 理事長　岡田　恒男

事務所 所在地 〒１０５－０００１　東京都港区虎ノ門２－３－２０　虎ノ門ＹＨＫビル３Ｆ

電話番号 ０３－５５１２－６５４１

ＦＡＸ番号 ０３－５５１２－６４５５

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.kenchiku-bosai.or.jp/

設立年月日

設立の根拠

設立目的

主な活動状況 建築防災に関する制度の調査，研究及び普及

建築防災に関する技術の調査，研究，評価及び普及指導

建築防災に関する調査業務及び診断業務の受託

建築に関する防災意識の向上のための事業の実施

特殊建築物等調査資格者となるための国土交通大臣登録講習の実施

建築防災に関する講演会，研究会等の開催及び機関誌，図書等の発行

建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)第19条第一項の

認定建築物である特定建築物の耐震改修に必要な資金の貸付けに係る債務の保証

特記すべき事業 国土交通大臣指定耐震改修支援センター

国土交通大臣指定性能評価機関

国土交通大臣登録特殊建築物等調査資格者講習　実施機関

機関誌 月刊「建築防災」

出版物 耐震診断関係及び建築防災関係図書の発行

業　務　概　要

昭和48年1月5日

本会は、建築に関する災害の発生を未然に防止するとともに、万一災害が発生した
場合においても、人命の安全及び財産の保全を確保するため、建築の防災、維持管
理に関する制度・技術の調査研究、普及活動及び技術の評価並びに耐震改修に必要
な資金の貸付けに係る債務の保証を行い、もって、国民生活の安定に寄与すること
を目的とする。
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平成23年7月　　

業　務　概　要

活動の成果 構造別耐震診断基準講習会の開催

各種耐震診断関係講習会の開催

建築防災関係講習会の開催

耐震診断及び耐震改修に関する情報収集及び提供業務

平成23年度主要 （１）情報交流事業　

事業 （２）建築基準法第１２条に基づく定期調査報告関係事業

（３）耐震診断改修、建築防災に係る基準・指針等の普及及び人材育成事業

（４）建築物の調査・研究・評価事業

（５）耐震改修支援センター事業

事務局組織図

評議員会

副理事長

業務部企画調査部

理事長

専務理事

事務局長

総務部

理事会

耐震改修支援セン

支援センター事業

副センター

2/2



平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　日本住宅・木材技術センター

代表者職･氏名 理事長　岸　純夫

事務所 所在地 〒１３６－００７５　東京都江東区新砂３－４－２

電話番号 ０３（５６５３）７６６２

ＦＡＸ番号 ０３（５６５３）７５８２

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.howtec.or.jp/

設立年月日

設立の根拠 民法34条(農林省及び建設省)、寄附行為

設立目的

主な活動状況

特記すべき事業

機関誌 「住宅と木材」（月1回）

出版物

活動の成果

・品確法に基づく住宅型式認定の実施

業　務　概　要

昭和52年11月24日

木材（木質材料を含む。以下同じ。）の利用及び木造住宅の生産に関する技術の開
発及び普及、木材及び木造住宅の品質向上並びに木材関連産業及び木造住宅生産の
近代化、合理化を図り、もって国民生活の向上に寄与することを目的とする。

（１）木材利用と木造住宅生産技術に関する調査・研究・開発

（２）建築材料や住宅構法に関する品質性能の試験、評価及び研究

（３）木造住宅とその部品・部材等に関する認証及び構造計算適合性判定

（４）木材と木造住宅に関する情報の収集・提供及び研修会・講習会の開催

（５）銘木の展示

・「木造軸組工法住宅の許容応力度設計(2008年版)」
・「木造住宅のための住宅性能表示」
・「木造軸組工法住宅の横架材及び基礎のスパン表」
その他

・全国各地区で木材利用等に関する研修会を実施

・建築基準法に基づく防耐火、木質構造、木質材料性能に係る性能試験等の実施

・木造住宅合理化システム認定、木造建築物用接合金物認定、優良木質建材等認証
等の木造住宅関連の認定・認証事業

・木材・木造住宅関係の技術解説書の出版及び講習会の実施

・銘木の展示
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 財団法人　日本住宅・木材技術センター

業　務　概　要

平成23年度主要

事業

事務局組織図

・木材・木造住宅関係の技術解説書の出版及び講習会の実施

・銘木の展示

・建築基準法に基づく防耐火、木質構造、木質材料性能に係る性能試験等の実施

・品確法に基づく住宅型式認定の実施

・木造住宅合理化システム認定、木造建築物用接合金物認定、優良木質建材等認証
等の木造住宅関連の認定・認証事業
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 一般社団法人　住宅リフォーム推進協議会

代表者職･氏名 代表理事　巽　和夫

事務所 所在地 〒１０２－００８３

電話番号 ０３－３５５６－５４３０

ＦＡＸ番号 ０３－３２６１－７７３０

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://www.j-reform.com/

設立年月日 平成12年11月29日任意団体として発足　平成20年12月5日一般社団法人化

設立の根拠

設立目的 良質かつ適切なリフォームの促進と住宅リフォームの業界の健全な発展を図る

主な活動状況 １．消費者が安心できるリフォーム事業の環境整備事業

２．地域における住宅リフォーム推進体制との連携と支援

３．長寿命化リフォームに関する調査研究と提言事業

４．住宅リフォーム市場把握のための調査事業

５．委員会による研究活動と成果の普及

６．住宅リフォームに関連する諸制度の調査研究及び税制改善等の要請活動

特記すべき事業 １．住宅リフォーム市場の健全な発展へ向けての諸活動

２．相談窓口や地域推進協議会等への支援活動

機関誌 無

出版物 １．住宅リフォーム工事　標準契約書式

２．性能向上リフォームガイドブック（耐震編、省エネ編、バリアフリー編）

３．長寿命化リフォームの提案「ストック時代の新たなビジネスモデル」ほか

４．「地域住宅リフォーム推進事業事例集」「インターネットによる調査」

　　「住宅リフォーム実例調査」　「住宅リフォーム年報」等調査報告書

業　務　概　要

千代田区麹町４－３－４　宮ビル５階

1/2



平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 一般社団法人　住宅リフォーム推進協議会

業　務　概　要

活動の成果 １．住宅リフォーム事業者倫理憲章の制定と普及活動

２．税制要望によるリフォーム促進税制等の促進

３．地域推進協議会の活動強化・リフォーム相談窓口の増加

４．委員会活動による成果物（各種冊子類）の制作と普及

５．長寿命化セミナーを全国127か所で開催（計6,620人受講）

６．住宅リフォームの実例調査や情報の収集と人材育成活動の実施

７．住宅リフォームに関する支援制度の普及改善活動

平成23年度主要 （１）住宅リフォームの実態を把握するための調査研究

事業 （２）地域における住宅リフォーム推進体制との連携と支援

（３）「長寿命化リフォーム」に関する普及活動

（４）住宅リフォームに関する支援制度の普及改善活動

（５）委員会活動と研究成果の冊子化と普及活動

事務局組織図 総会

監事理事会

会長
事務局

運営委員会

環
境
整
備
委
員

会

技
術
情
報
委
員

会

広
報
・
研
修
委

員
会

事務局長

事務局次長

業務部 総務部
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 一般財団法人住まいづくりナビセンター

代表者職･氏名 理事長　坂本　功

事務所 所在地 〒１０４－６２０１　東京都中央区晴海１－８－１２　オフィスタワーZ１階

電話番号 ０３－５１６６－８３００

ＦＡＸ番号 ０３－５１６６－８３０１

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ http://sumanavi.info

設立年月日 ２０１１年１月６日

設立の根拠

設立目的 少子化、高齢化の進展、社会経済環境の変化に対応した住まいづくりを実現する為、

住まい手への公正中立な支援を行う事。

主な活動状況 １、住宅・住生活に関する情報サービスの提供、総合相談及びコンサルティング業務

２、住宅・住生活に関するインターネット及びコンピューターを活用した情報処理サービス

　　及び情報提供サービス業務

３、住宅の建設事業者の紹介、斡旋

４、上記１に関する人材の育成

５、住宅・住生活に関する展示会、シンポジウム、セミナー等の企画、誘致及び開催

６、住宅・住生活に関する調査研究及び技術開発

７、住宅の設計及び工事管理

８、人材の派遣業務

９、その他前各号に関連する事業

特記すべき事業 特になし

機関誌 なし

出版物 なし

活動の成果 毎月のイベント（セミナー・ワークショップ）開催

（２０１０年度開催イベント数　５３　／　参加者数　７１０名）

業　務　概　要
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平成23年7月　　

都道府県(市)名 東京都

団体の名称 一般財団法人住まいづくりナビセンター

業　務　概　要

平成23年度主要 １、「住まいづくりナビセンター」において、お客様に対する面談によるサポート

事業 ２、住生活月間の活動及び各種セミナーの実施

３、リフォーム事業者検索のポータルサイト「リフォーム評価ナビ」の企画運営

事務局組織図
理事長

事務局長

住まいナビグループ 評価ナビグループ
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